
中日新聞社会部記者・鈴木龍司

■地域住民との協働について



【自己紹介】

 １９８２年 愛知県出身

 ２００５年 中日新聞社入社

＝尾鷲支局→三重総局→社会部→経済部→社会部（現・名古屋市政担
当）

※警察担当約７年。他は貧困、外国人、犯罪、原発、地域コミュニ
ティー etc.

※主な連載「日米同盟と原発」「新貧乏物語」「トヨタウォーズ」

etc.



■連載「罪人の肖像」

電子版ＱＲコード

罪の背景を探る…

（2021年１月～21年６月）





■犯罪は「社会を映す鏡」

無関心、他人事…

その社会って？



■町内会が消滅？

役員の担い手不足、住民の高齢化、近所付き合いの薄れ、加入率減…

無関心と他人事、共通？



■連載「町内会長日記」

２０２１年６月スタート

（現在６５回掲載）

電子版ＱＲコード



名古屋市の現状



■地域の現状

担い手不足は町内会だけではない…

保護司会、民生・児童委員、少年補導委員会

防犯委員会、保健環境委員、老人クラブ

少年スポーツチーム、子ども会、ＰＴＡ…



■人は誰しも孤独、でも、つながりたい…



■自分の居場所







■地域新聞

２０２１年６月創刊（月刊紙）

部数１０００部（回覧板、掲示
板、小学校、保育園など）

電子版ＱＲコード

「人がつながる媒体」





子どもたちの題字



■まとめ

▶ 人は誰でもつながりたい ←→ つながりにくくなった社会

▶ 遠くの家族より近くの他人

▶ 地域の組織は疲弊（担い手不足、役員の高齢化）

→ 団体同士の連携による機能アップの余地はあり

▶ 重層的な連携が鍵（行政、支援機関、民間団体、地縁組織）

→ 町内会のワンストップには限界

１次情報を取れる近所付き合い、自然な居場所づくりが最大任務



令和４年度 社会福祉推進事業 
全国地域生活定着支援センター協議会 近畿ブロック研修会 

【円滑な被疑者・被告人支援を実施するには】 
日付：令和 5 年 2 月 24 日（金） 

                       時間：1 3 ： 3 0 〜 1 6 ： 3 0 
                                             場所：オ ン ラ イ ン 開 催 

1. 開会あいさつ  

2. 講義 「被疑者・被告人支援は何のため？」 (60 分) 

森久 智江 氏（立命館大学法学部教授） 

3. 質疑応答 (10 分) 

4. 休憩 

5. ① 事例報告：滋賀県地域生活定着支援センター （質疑応答含め 30 分） 

② 事例報告：和歌山県地域生活定着支援センター（質疑応答含め 30 分） 

6. 全体の質疑応答  (10 分) 

7. 講評 森久 智江 氏（立命館大学法学部教授） 

8. 閉会あいさつ 
 



全国地域生活定着支援センター・近畿ブロック研修実施概要 
(兵庫県定着) 

 
１ 令和 5 年 3 月 24 日(金)  １３；３０～１６：３０   ZOOM 研修 
２ 参加者 63 名、定着センター関係 7 割、福祉事業所 1，5 割、その他司法関係機関等 
３ 内 容 
 ① 講 義   被疑者・被告人支援は何のため？ 

－よりよい被疑者等支援業務の実践に向けて 
          立命館大学 法学部 森久 智江 教授 
【講義概略】 
  ・令和 3 年度から、定着事業として被疑者等の支援が開始された。 
  ・具体事例が示され、司法手続きの流れも説明があった。 
  ・令和２年度の犯罪者処遇の概要の説明があった。 
   日本の刑事裁判は実は認知された全事件のごく一部だけが扱われる。 
   検察による不起訴・起訴猶予処分これらによりほとんどの事件は捜査段階で終結 
  ・入口支援と出口支援の違い 
   そもそも判決が確定していない被疑者・被告人は無罪が推定されるべき法的地位に

ある。 
    被疑者・被告人段階においては、刑事手続きへの関与が支援の契機になっただけに 
    過ぎない。 
  ・「入口支援」にかぎらず、福祉的支援はあくまで本人の権利保障の確保のために行わ

れるべきもの。(再犯防止は、その結果として果たされうる状態の一つに過ぎない) 
  ・そのような権利保障の手段の一つとして被疑者等支援業務を位置付け、そのための連

携関係の構築が進められるべき 
 
 ② 事例発表 
    ・滋賀定着、和歌山定着よりそれぞれ事例発表があった。 
 



                                        

令和４年度全国地域生活定着支援センター協議会 

中国四国ブロック専門研修会 開催要項 

 

１．開催趣旨 

  平成２１年度から「地域生活定着促進事業」が制度化され、罪を犯した高齢・障がい

者の社会復帰支援が地域生活定着支援センターで行われるようになりました。事業開始

から現在まで、障がい者施策、高齢者施策、困窮者支援施策など、厚生労働省関連施策

も目まぐるしく変化しています。 

  平成２８年には「再犯の防止等の推進に関する法律（再犯防止推進法）」が施行され、

罪を犯した高齢・障がい者や非行少年若しくは非行少年であった者の円滑な社会復帰を

促進するとともに、再犯の防止等に関する施策として、各自治体などで「再犯防止推進

計画」が策定されているところです。 

  さらには、令和３年には、地域生活定着促進事業に「被疑者等支援業務」が追加され、

刑事司法手続きの入口段階にある被疑者・被告人等で高齢または障害により自立した生

活を営むことが困難な者に対して、釈放後直ちに福祉サービス等を利用できるように支

援を行うこととなりました。 

  そこで、本年度は「被疑者等支援業務における取組内容等」について学び、入口段階

にある対象者が地域の中でその人らしく生活していくことができるよう、支援技術等の

向上を目的に、本研修会を開催することといたします。 

  センター及び関係機関を対象とした本研修会が、支援の輪を広げ、事業の円滑な遂行

に役立つことを期待し、関係機関・団体・事業所等の皆様の積極的なご参加をお願い申

し上げます。 

 

２．主  催  一般社団法人 全国地域生活定着支援センター協議会 

        （社会福祉法人山口県社会福祉協議会・山口県地域生活定着支援センター） 

 

３．日  時  令和５年１月２３日（月）～同年２月３日（金） オンデマンド配信 

       ※ 配信開始の日程は予定となります。専用 URL とともに、申込時に登録

していただくメールアドレスにお知らせいたします。 

 

４．参加対象  定着支援センター職員，福祉関係者，保健医療関係者，司法関係者， 

        矯正施設関係者，行政関係者，その他関心のある方 

 

５．参 加 費  無料 

 

６．参加申込み  右側の QR コードもしくは下記の URL を開き、 

        「参加申込フォーム」に必要事項を入力のうえ、 

        令和５年１月６日（金）までにお申込みください。 

         （申込フォームは Microsoft Forms を使用しています。） 

       ※ 後日、申し込みメールアドレスに ID、パスワードを送信します。 

           URL：https://forms.office.com/r/vfByHDE62J 

 

https://forms.office.com/r/vfByHDE62J


                                        

 

７．内  容 

 ※時間については予定です。 

 

８．問合せ先  社会福祉法人 山口県社会福祉協議会 

        山口県地域生活定着支援センター（木村・大田・松永） 

        〒753-0072 山口県山口市大手町 9-6 

        TEL (083)924－2818 FAX (083)922－1295 

         E-Mail：teichaku@yg-you-i-net.or.jp 

 

 

時 間 プログラム 内   容 

５分 開会挨拶 
中国四国地区ブロック長 

（山口県地域生活定着支援センター長） 熊谷 聖 

５分 会長挨拶 
全国地域生活定着支援センター協議会 

 会長 高原 伸幸 氏 

６０分 基調講演 

「地域生活定着促進事業の取組について」 

～被疑者等支援業務を中心に～ 

 厚生労働省 社会・援護局 総務課 

 矯正施設退所者地域支援対策官 伊豆丸 剛史 氏 

９０分 特別講演 

「罪を犯した高齢者・障害者等の現状と支援におけるアセス

メントについて」 

 講師：山口県立大学社会福祉学部 教授 水藤 昌彦 氏 

８０分 実践報告 

被疑者等支援業務における実践報告 

【実践報告者】 

 ・一般社団法人とっとり東部権利擁護支援センター 

 ・社会福祉法人岡山県社会福祉協議会 

【助言者】 

 厚生労働省 社会・援護局 総務課 

 矯正施設退所者地域支援対策官 伊豆丸 剛史 氏 

１５分 取組報告 

山口県地域生活定着支援センターの取組報告 

～多職種連携の取組～ 

 社会福祉法人山口県社会福祉協議会 

５分 閉会挨拶 次期開催県地域生活定着支援センター（予定） 

mailto:teichaku@yg-you-i-net.or.jp


2021年4月1日

厚生労働省 社会・援護局総務課

矯正施設退所者地域支援対策官 伊豆丸 剛史

令和4年度社会福祉推進事業

全国地域生活定着支援センター協議会

中国四国ブロック専門研修会

地域生活定着促進事業の取組について

― 被疑者等支援業務を中心に ―

－「地域共生社会」の実現に向けて－



１．地域生活定着促進事業の概要

２．地域生活定着支援センターの支援状況

３．地域生活定着支援センターの主な課題等

４．「被疑者等支援業務」の概要及びこれまでの経緯等

５．令和４年度の「被疑者等支援業務」について

６．「被疑者等支援業務」の詳細について

７．「被疑者等支援業務」の実施状況

８～９．「被疑者等支援業務」の円滑な実施について①②

10．今後の展望（被疑者等支援業務）と

振り返り（特別調整等の事業化当時からの軌跡）

目 次
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地域生活定着支援センターとは？ －主たる業務内容（令和２年度まで）－

矯正施設（刑務所、少年院等）からの“出口支援”

地域生活
定着支援センター

矯正施設を出所する帰る場所がない障害者や高齢の受刑者などが、出所後

も生活に困らずに、また、安心して生活できるように、受刑中から福祉的

な支援（コーディネート/フォローアップ）を行う。

コーディネート フォローアップ

出 所

矯正施設 保護観察所

福祉・医療等



事 業 の 目 的

地域生活定着促進事業の概要①

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする犯罪をした者等に対し、各都道府県の設置する地域生活定着支援セン

ターが、刑事司法関係機関、地域の福祉関係機関等と連携・協働しつつ、刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束中か

ら釈放後まで一貫した相談支援を実施することにより、その社会復帰及び地域生活への定着を支援し、地域共生社会の実現

を図るとともに、再犯防止対策に資することを目的とする。

事 業 内 容

■実施主体：都道府県 （全都道府県で実施。社会福祉法人等に委託可）

■事業内容：

１．コーディネート業務：（特別調整・一般調整）
→矯正施設（以下、刑務所、少年刑務所、拘置所及び少年院を指す。）退所予定者の帰住地調整支援を行う。

２．フォローアップ業務
→矯正施設退所者を受け入れた施設などへの助言等を行う。

３．被疑者等支援業務：（令和３年度から開始）
→被疑者、被告人の福祉サービス等の利用調整や釈放後の継続的な援助等を行う。

４．相談支援業務
→高齢であり、又は障害を有することにより、自立した生活を営むことが困難と認められる犯罪をした者等のうちセンターが

福祉的な支援を必要とすると認める者について、本人又はその家族、更生保護施設、地方公共団体、福祉事務所その他の関
係者から、本人の福祉サービス等の利用に関する相談を受けたときは、担当職員を指名の上、本人と面接を行わせるなどし
て、本人のニーズ等を確認し、その意思を踏まえて、助言その他必要な支援を行う。

５．関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等
→ センターは、（ア）刑事司法関係機関、地方自治体の福祉関係部局課や地域において福祉的支援を提供する事業者等と、恒

常的な連携が確保できるよう、関係者相互間の連絡を密にし、（イ）当該事業者の支援技術の向上を図り、地域住民の理解
を得られるよう、研修や普及啓発活動を行う。

（地域生活定着促進事業実施要領、地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針より一部抜粋）
4
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令和２年度までの業務内容

コーディネート業務 フォローアップ業務 相 談 支 援 業 務
関係機関等との連携及び地域に
おける支援ネットワークの構築等

地域生活定着促進事業の概要② －地域生活定着支援センターの業務内容（令和２年度まで）－

(2) センターの長は、平素から、保護観察所、矯正施

設、検察庁、弁護士会、福祉関係機関、地方公共

団体その他の関係機関等と連携を密に保つために、

保護観察所が主催する連絡協議会に出席するとと

もに、研修や協議会等を開催し、犯罪の有無を問

わず、ニーズがあって真に支援を求める人につい

て、地域において必要な福祉的支援が受けられる

ための環境づくりや支援のためのネットワークの

構築に努めるものとする。

「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」（一部改正：令和３年３月２６日）より抜粋

Point



２．地域生活定着支援センターの支援状況（令和３年度）

令和4年12月28日版



地域生活定着支援センターの支援状況 ／ ①令和３年度中に支援した者 令和4年12月28日版
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１．コーディネート業務（帰住地への受入れ調整）

コーディネートを実施した者 １，５３９（１，４８６）

【内訳】 矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者 ８４６（７７１）

帰住地への受入れ調整を継続中の者 ５６７（５９５）

「福祉を受けたくない」といった理由や疾病悪化等により支援を辞退した者 １２６（１２０）

矯正施設入所前に、 介護保険又は障害者自立支援の認定を受けていた者 １７７（１４２）

療育手帳又は障害者手帳を取得していた者 ４２５（３８２）

矯正施設入所中に、 介護保険又は障害者自立支援の認定手続を行った者 ３４３（３３２）

療育手帳又は障害者手帳を取得した者 １５８（１５１）

【矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の福祉サービスの利用状況】

矯正施設退所後にフォローアップを実施した者 ２，５９７（２，３２７）

【内訳】 支援が終了した者（地域に定着した者） ７２０（６０１）

支援継続中の者 １，８７７（１，７２６）

フォローアップ中に、生活保護を申請した者 ９４２（６６８）

フォローアップ中に、介護保険又は障害者自立
支援の認定を受けた者

３９２（２６０）

フォローアップ中に、療育手帳又は障害者手帳
を取得した者

１３８（９９）

２．フォローアップ業務
（受入れ調整後に行う受入先施設等への支援）

【フォローアップを実施した者の福祉サービスの利用状況】

相談支援を実施した者 １，６２３（１，４１５）

【内訳】 支援が終了した者 ７３３（６４８）

支援継続中の者 ８９０（７６７）

相談支援中に生活保護を申請した者 １６８（１３１）

相談支援中に介護保険又は障害者自
立支援の認定を受けた者

１１１（８０）

相談支援中に療育手帳又は障害者手
帳を取得した者

５５（２６）

３．相談支援業務
（地域に在住する矯正施設退所者本人やその家族、

施設等からの相談に応じる支援）

【相談支援を実施した者の福祉サービスの利用状況】

（単位：人、かっこ内は令和２年度の実績）



３．地域生活定着支援センターの主な課題等
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２９８人 （内訳：グループホーム、有料老人ホーム等）

◼ 特に居住系施設を利用する場合に、定着支援センターのフォ

ローアップが長期化（２年以上）する傾向にある。

◼ その背景として、トラブル対応（無断外出、対人関係等）や

緊急時の連絡先等といった身元引受に近い役割を、定着支援

センターが一手に担い続けている場合がある。

◼ 。

地域生活定着支援センターの主な課題 －参照：令和3年度 厚生労働省社会福祉推進事業 「罪を犯した障害者・高齢者等の地域生活における支援ネットワークの強化と支援の

－地域移行後の支援体制の強化 － 効率化に向けた、多機関連携による伴走的な支援体制の構築に関する調査研究事業」－

定着支援センターの「フォローアップ」の課題 ― 地域移行後に、定着支援センターだけでなく、地域全体で支える体制づくりが重要―

◼ 「自宅、アパート、公営住宅」で単身生活をしている層の中に

は、福祉サービス利用に繋がっていない層（非該当、本人が希

望しない等）も含まれており、唯一の支援者として定着支援セ

ンターのみが対応（家事援助等）し続けている場合もある。

【参考２】矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の矯正施設退所時点の居住先内訳（※令和２年度までの支援状況）

「 自 宅 ・ ア パ ー ト ・ 公 営 住 宅 」 （令和2年度） 「 居 住 系 施 設 （ 全 般 ） 」 （令和2年度）

地域移行後は、定着支援センターだけではなく、

官民協働・多機関連携による地域全体で支える体

制づくりが重要。

9

１２６人 （内訳：自宅・アパート：120人 ＋ 公営住宅：6人）
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あり
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身体＋
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知的＋
精神

身体＋知的
＋精神

その他※ 合計

65歳以上 27(44) 22(28) 56(44) 1(3) 8(3) 6(3) 1(0) 221(230) 342(355)

65歳未満 21(28) 132(127) 188(166) 7(7) 13(10) 65(56) 1(5) 2(5) 429(404)

合計 48(72) 154(155) 244(210) 8(10) 21(13) 71(59) 2(5) 223(235) 771(759)
（単位：人）※「その他」には、軽度の認知症の者や、障害が疑われる者などが含まれる。※※かっこ内は令和元年度の実績である。
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精神障害
あり

身体＋
知的

身体＋
精神

知的＋
精神

身体＋知的
＋精神

その他※ 合計

65歳以上 44(36) 28(31) 44(29) 3(1) 3(4) 3(5) 0(0) 230(248) 355(354)

65歳未満 28(19) 127(112) 166(115) 7(6) 10(11) 56(55) 5(2) 5(3) 404(323)

合計 72(55) 155(143) 210(144) 10(7) 13(15) 59(60) 5(2) 235(251) 759(677)

（精神障害）338人

（精神障害） 317人

令
和
2

年
度

令
和
元
年
度

平
成
30

年
度

精神障害の対象者が大幅に増加（重複障害含む）

221人 /（合計667人） → 338人 /（合計771人）

（平成３０年度） （令和２年度）

地域生活定着支援センターの主な課題

－ 専 門 的 ニ ー ズ へ の 対 応 － 「矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の障害・年齢別内訳 （平成30年度～令和2年度）」

今後は、保健・医療
領域との連携が重要

（精神障害） 221人

＋117人
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４．「被疑者等支援業務」の概要及びこれまでの経緯等



「相談支援業務」の支援対象

相談支援業務 （地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針 第４ 業務の実施細目 ３ 相談支援業務）

「被疑者等支援業務」の概要及びこれまでの経緯等 －相談支援業務について－

(1) センターの長は、高齢であり、又は障害を有することにより、自立した生活を営むことが困難と認められる犯

罪をした者等のうちセンターが福祉的な支援を必要とすると認める者につ いて、本人又はその家族、更

生保護施設、地方公共団体、福祉事務所その他の関係者から、本人の福祉サービス等の利用に関する相談を受

けたときは、担当職員を指名の上、本人と面接を行わせるなどして、本人のニーズ等を確認し、その意思を踏

まえて、助言その他必要な支援を 行うものとする。

(2) センターの長は、上記の支援を行うに当たり、当該利用者が更生緊急保護中又は保護観察中である場合には、

当該措置を実施している保護観察所の長と十分な連携を保つものとする。

12

◆ 矯正施設等を退所した本人（障害者、高齢者）又はその家族、

その他関係者から、本人の福祉サービス等の利用に関する相談等

◆ センターが福祉的な支援を必要とすると認める者

（例）「出所したが、住む場所がない」

「家はあるが、仕事・生活費がない」等



矯正施設出所者等に係る業務フロー（出口支援）

13

矯正施設

選 定

コーディネート

福祉・医療

依 頼

フォローアップ

相談支援業務

調 整

調 整

矯正施設出所

保護観察所

相談支援業務



被疑者被告人段階（入口支援）からセンターが関与した場合（令和２年度まで）

14

相談支援業務

微罪処分
執行猶予

保護観察付

罰 金 etc

不起訴

起訴猶予

福祉・医療

矯正施設裁判所弁護士検 察警 察

相談支援業務

調 整

実施している、
実施していない、
実施したいけどできない、
実施している内容の違い…など

地域差が大きかった。



令和３年度『被疑者等支援業務』の開始令和３年度～） 地域生活定着支援センターの業務内容

定着支援センターによる新たな入口支援として「被疑者等支援業務」が開始

15

コーディネート業務 フォローアップ業務 相 談 支 援 業 務

被 疑 者 等 支 援 業 務
関係機関等との連携及び地域に
おける支援ネットワークの構築等 令和３年度～

定着支援センターによる

新たな入口支援
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これまでの経緯１） 入 口 支 援 の 背 景 等 に つ い て

○再犯防止推進法（平成２８年１２月１４日法律第１０４号）
第７条 政府は、再犯の防止等に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（以下

「再犯防止推進計画」という。）を定めなければならない。
２ 再犯防止推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
三 犯罪をした者等の社会における職業及び住居の確保並びに保健医療サービス及び福祉サービスの利用に係る支援に関する事項

第１７条 国は、犯罪をした者等のうち高齢者、障害者等であって自立した生活を営む上での困難を有するもの及び薬物等に対する依存がある
者等について、その心身の状況に応じた適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるよう、医療、保健、福祉等に関する業務
を行う関係機関における体制の整備及び充実を図るために必要な施策を講ずるとともに、当該関係機関と矯正施設、保護観察所及び
民間の団体との連携の強化に必要な施策を講ずるものとする。

○骨太の方針２０１９
第２章 ５．（７）②
（前略）再犯者を減少させるため、（中略）福祉等の利用促進（中略）を強化するとともに、（後略）。

○再犯防止推進計画（平成２９年１２月１５日閣議決定）
第３章 １．（２）③ イ
法務省及び厚生労働省は、（中略）一層効果的な入口支援の実施方策を含む刑事司法関係機関と保健医療・福祉関係機関等との連携の

在り方についての検討を行い、２年以内を目途に結論をだし、その結論に基づき施策を実施する。

○自由民主党政務調査会再犯防止推進特別委員会・更生保護を考える議員の会
令和２年６月提言「満期釈放者対策等の充実強化に向けた緊急提言」
４ 高齢・障害等のある刑務所出所者等対策の充実強化

高齢・障害等のある刑務所出所者等についても手厚い対応ができるよう、政府が、（中略）地域生活定着支援センターとも連携を密にし、その体制
を強化するなど、いわゆる入口支援も含め、継続的な支援を確実に実施すること。

○再犯防止推進計画加速化プラン（令和元年１２月２３日犯罪対策閣僚会議決定）
第１
（前略）満期釈放者はもとより、刑事司法手続きの入口段階にある起訴猶予者等を含む犯罪をした者等の再犯・再非行を防ぐためには、刑事
司法関係機関における取組のみでは十分でなく、それぞれの地域社会において、住民に身近な各種サービスを提供している地方公共団体による
取組が不可欠である。

第2（３）ウ
（前略）地域生活定着支援センター（中略）が、就労支援、職場への定着支援及び福祉サービスの利用支援等の面での連携を強化し、更生
保護施設、自立準備ホーム、住み込み就労が可能な協力雇用主、福祉施設、公営住宅等の居場所の確保に努める。

第２（３）オ
満期釈放者対策の充実を図るため、（中略）地域生活定着支援センター等の体制を強化する。
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これまでの経緯２） 「地域共生社会」の実現に向けた取組の経緯

平成２７年９月 「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（「新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討PT」報告）

多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成２８年度予算）

平成２８年６月 「ニッポン一億総活躍プラン」（閣議決定）に地域共生社会の実現が盛り込まれる

７月 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置

１０月 地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会）の設置

１２月 地域力強化検討会 中間とりまとめ

「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成２９年度予算）

平成２９年２月 社会福祉法改正案（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案）を提出

「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部で決定

５月 社会福祉法改正案の可決・成立 → ６月 改正社会福祉法の公布
※ 改正法の附則において、「公布後３年を目処として、市町村における包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」と規定。

９月

１２月

地域力強化検討会 最終とりまとめ

「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」の策定・公表及び関連通知の発出

平成３０年４月 改正社会福祉法の施行

令和元年５月 地域共生社会推進検討会（地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会）設置

７月 地域共生社会推進検討会 中間とりまとめ

１２月 地域共生社会推進検討会 最終とりまとめ

令和２年３月

６月

社会福祉法等改正法案（地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律案）を提出

改正社会福祉法の可決・成立

※市町村における包括的な支援体制の構築に関する改正規定は令和３年４月施行予定
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これまでの経緯３） 「地域共生社会」の実現に向けた取組の経緯

〇「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」（地域共生社会
推進検討会） 最終とりまとめ（令和元年12 月26 日）（抄）

Ⅲ市町村における包括的な支援体制の整備の在り方
２断らない相談支援

○断らない相談支援の中で、個人や世帯が抱える複雑化・多様化した課題を制度の狭間に落とさず、対応していくためには、多機関協働の
中核の機能を強化することに加え、相談機関に関わる多職種や多機関が連携することが必要である。

○相談支援に関わる多職種については、保健、医療、福祉、子育て支援、労働、教育、司法等の各分野の関係者に加え、消費者相談や若
年者支援、年金相談等の関係者が想定される。関係者が広く参加できる研修等を通じて、お互いの業務の理解を進め、日頃から情報交換
等ができる関係性を作るなど、地域の中で幅広いネットワークを構築していくことが求められる。

Ⅳ市町村における包括的な支援体制の整備促進のための基盤
４都道府県及び国の役割
○ 広域での支援や調整が求められる地域生活課題への対応としては、DV 被害者や性暴力被害者、刑務所や少年院からの出所者
など、住民の身近な圏域で対応しがたい場合や、より専門的な支援が求められる場合等において、都道府県が積極的に対応するこ
とが考えられる。具体的には、都道府県が自ら相談を受け、支援を行うことに加え、広域的な支援という観点の下、市町村や断ら
ない相談支援に従事する支援員を後方支援する事業（スーパーバイズを行う事業）の実施や、複数の都道府県域にまたがるケース
の場合には、都道府県同士が連携し、対応するということも重要である。



平成25年10月から保護観察所7庁において，対応する地方検察庁と連携し、起訴猶予処分となり更生緊急保護の申出をすることが見込まれる者について

その高齢・障害等の特性に応じた措置を講じて円滑な社会復帰の実現と再犯防止に資するため、処分に先立ち，釈放後の福祉サービスの受給や住居の

確保に向けた調整等（事前調整）を実施する取組が試行された。26年度は、保護観察所20庁に拡大し、27年度からは、全国の保護観察所に拡大して、

「起訴猶予者に係る更生緊急保護の重点実施等の試行」として実施されている。

19

検察庁との連携による起訴猶予者に係る更生緊急保護の重点実施等の試行

参照：平成30年版 犯罪白書：法務省ウェブサイト（https://hakusyo1.moj.go.jp/jp/65/nfm/n65_2_7_5_3_2.html）
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令和４年度の『被疑者等支援業務』では、さらに「弁護士との連携強化」を促進

弁護士 検察庁
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○ 令和３年度、刑事司法手続の入口段階にある被疑者・被

告人等で高齢又は障害により自立した生活を営むことが

困難な者に対して、釈放後直ちに福祉サービス等を利用

できるように支援を行う「被疑者等支援業務」を開始。

○ 令和４年度からは、同業務において、新たに弁護士との

連携強化を促進。

○ 支援対象：更生緊急保護の重点実施予定者及び対象者。

○ 令和4年度は、４５自治体で「被疑者等支援業務」を実

施予定。 うち、「弁護士との連携」については、４１自

治体で実施予定。

事 業 内 容



５．令和４年度の「被疑者等支援業務」について
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令和４年度の地域生活定着促進事業における被疑者等支援業務について

令和4年3月8日付け事務連絡

（１）基本的な枠組みについて
令和４年度の被疑者等支援業務では、弁護士との連携強化を促進することとしていますが、令和３年度の同業務の基

本的な枠組みを変更するものではありません。

弁護士との連携強化の促進を含む被疑者等支援業務の具体的な手続等については、別添の「令和４年度「被疑者等支

援業務」業務フロー」のとおりとなりますが、同業務（地域の実情に応じた方法を含む。以下同じ。）の範囲内におい

て、弁護士と検察庁（事件担当検察官等）が、必要な範囲で協議・確認・調整を行うなどすることで、同業務の対象と

なる被疑者等を、更に支援につなげられるようにするものです。手続については、令和３年度から変更はありません。

また、情状証人としての出廷や更生支援計画の作成等については、令和３年度と同様、被疑者等支援業務では行わな

いこととします。

（２）弁護士との連携強化の促進について
弁護士との連携強化の促進とは、令和３年度の被疑者等支援業務の範囲内において、福祉的な支援を必要とする被疑

者等への弁護士による気付き等を生かし、必要な方を更に支援につなげられるようにするため、弁護士会等を含めた関

係機関等と協議をし、同業務を開始することができる程度の支援体制を構築した上で、関係機関等が連携して同業務を

実施することを指します。

また、本事業の業務の一つとして、弁護士会、検察庁も含めた「関係機関等と支援ネットワークを構築するなどの関

係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等」が位置付けられています。このことも踏まえ、弁護士

との連携強化の促進を含む被疑者等支援業務を開始する前には、原則、弁護士会、検察庁、保護観察所等の関係機関等

が一堂に会する協議を実施し、同業務についての共通認識をもった上で、連携していくことができるような支援体制を

構築してください。

なお、より実効性のある支援体制を構築していくため、開始後においても関係機関等との協議を継続していくように

してください。

1 .  令 和 ４ 年 度 の 被 疑 者 等 支 援 業 務 に つ い て
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令和４年度の地域生活定着促進事業における被疑者等支援業務について

令和4年3月8日付け事務連絡

別添の「令和４年度「被疑者等支援業務」業務フロー」の②のとおり、いわゆる入口支援について、弁護士、

検察庁（事件担当検察官等）等から定着センターに対して直接支援依頼がなされた場合であっても、被疑者等

支援業務に該当するような事案については、関係機関等と協議の上、被疑者等支援業務での対応を検討するこ

ととしています。

他方、令和４年度においても、これまでの相談支援業務の枠組みを変更するものではないため、まず被疑者

等支援業務での対応を検討したものの、同業務には該当しないいわゆる入口支援の対応の可否等については、

各定着センターで判断することが可能です。

２ .  被 疑 者 等 支 援 業 務 と 相 談 支 援 業 務 に お け る い わ ゆ る 入 口 支 援 と の 関 係 に
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令和４年度の『被疑者等支援業務』では、さらに「弁護士との連携強化」を促進

（勾留中）更生緊急保護の重点実施予定者

被
疑
者
等
支
援
業
務

①

更
生
緊
急
保
護

保護観察所 定着センター

継続的な支援

更生保護施設等

（釈放後）更生緊急保護の重点実施対象者

保護観察官

定着センターと協働

相談依頼

相
談
支
援
業
務 定着センター

検察庁
（事件担当検察官等）

協力依頼②

センターの長は、平素から、保護観察所、矯正施設、検察庁、弁護士会、福祉関係機関、地方公共団体その他の関係機関等と連携を密に保つために、保護観察所が主催

する連絡協議会に出席するとともに、研修や協議会等を開催し、犯罪の有無を問わず、ニーズがあって真に支援を求める人について、地域において必要な福祉的支援が

受けられるための環境づくりや支援のためのネットワークの構築に努めるものとする。

関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等 「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」から抜粋

（
入
口
支
援
例
）

相
談
支
援
業
務

②

定着センター
と協働

弁護士

釈

放

地域生活移行

センターの長は、高齢であり、又は障害を有することによ

り、自立した生活を営むことが困難と認められる犯罪をし

た者等のうちセンターが福祉的な支援を必要とすると認め

る者について、本人又はその家族、更生保護施設、地方公

共団体、福祉事務所その他の関係者から、本人の福祉サー

ビス等の利用に関する相談を受けたときは、担当職員を指

名の上、本人と面接を行わせるなどして、本人のニーズ等

を確認し、その意思を踏まえて、助言その他必要な支援を

行うものとする。

相談支援業務 「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」から抜粋

釈

放

弁護士を含む関係機関との連携を更に強化

必要に応じて事前相談

定着センターと協働

弁護士

協議・確認・調整

定着センター保護観察所

協力依頼①

定着センター
と協働

検察庁
（事件担当検察官等）

地域生活移行

①

被疑者等支援業務（地域の実情に応じた方法を含む）に該当するよう
な事案は関係機関と協議の上、被疑者等支援業務で対応検討

※情状証人としての出廷や更生支援計画の作成等については被疑者等支援業務では行わない



「一堂に会する協議」 （ネットワーク会議等）について
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弁護士会検察庁 保護観察所定着支援センター都道府県

１．各機関の業務内容の確認等

２．弁護士との連携強化を含めた「被疑者等支援業務」の確認（共通認識）

３．ケース検討 （支援の振り返り、釈放後の様子をフィードバック等）

４．効果的な手立て等の確認（地域の実情に応じた方法等）

５．円滑な連携体制を図るための方策の検討（共同勉強会等）

「一堂に会する協議」（ネットワーク会議等）での協議内容（例）
Point

定期的に実施

＜R３年度の実績＞：岩手県、千葉県、石川県、鳥取県、長崎県、沖縄県 ＜R４年度の実績＞：千葉県、長崎県

■現地の要請に応じて、当課（主として矯正施設退所者地域支援対策官）も適宜サポート（各地での勉強会等にも参画）

参 画 参 画参 画参 画

相談支援事業所等拘置所・矯正管区等 更生保護施設等 社会福祉士会

参 画（オブザーバー）

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw


６．「被疑者等支援業務」の詳細について
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「重点実施対象者に準じた者」

A７-２ 保護観察所の支援担当官が、被疑者等について更生緊急保護の重点実施の対象とすることの必要性及

び相当性について調査した結果、重点実施予定者として選定はしなかったものの、当該者が起訴猶予、罰金、

保護観察の付かない執行猶予等となり、釈放後に更生緊急保護の申出をし、かつ重点実施予定者であること

以外の重点実施対象者としての要件を満たしている者と保護観察所が判断した者や、重点実施予定者のうち、

保護観察付執行猶予の言渡しを受けて、保護観察所がその裁判の確定（判決確定）前に更生緊急保護の重点

実施を行うことを決定した者等を指します。

「地域生活定着促進事業に係る質疑応答集」 ７ 被疑者等支援業務

Q 7－２ 指針第４の２(2)にある「重点実施対象者に準じた者」とは、どのような人を指しているのか

例．重点実施予定者として、保護観察所の方で選定予定だったが、当人の意向（やっぱり支援は

望まない等）が変わり、勾留中には重点実施予定者には選定されていなかった。

しかし、釈放後、当人が「行き先もなく不安だ」と、保護観察所へ更生緊急保護を申出。

保護観察官が改めて面談した結果、重点実施対象者としての要件を満たしていると判断し、

保護観察所が「重点実施対象者に準じた者」として被疑者等支援業務の依頼を

定着支援センターに行い、支援を開始。

保護観察所
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「地域の実情に応じた方法」について

A７-8「指針第４の２(8)で、被疑者等支援業務においては、身体拘束中又は釈放後の支援を効果的に行うために、規

定する手続の方法及び内容等について、検察庁、保護観察所、弁護士会等の関係機関等とあらかじめ協議の上、「地

域の実情に応じた方法」に適宜変更して実施することとして差し支えないこととしています。

そのため、例えば、更生緊急保護の重点実施の対象とすることの調査がなされていなかった者が、釈放直前に、釈

放後に更生緊急保護の申出をする意向が分かった場合等に、関係機関等とあらかじめ協議の上、地域の実情に応じた

方法として対応することの申合せ等ができていれば、被疑者等支援業務で対応することは差し支えありません。

ただし、その場合においても、保護観察所の依頼に基づくことや、原則、更生緊急保護の枠組みの中での対応とな

ることに留意してください。

（8） 被疑者等に対する身体拘束中又は釈放後の支援を効果的に行うためには、地域の実情に応じた対応が必要であ

ることに鑑み、定着センターの長は検察庁、保護観察所の長、弁護士会等の関係機関とあらかじめ協議の上、(1)な

いし(6)に規定する手続の方法及び内容等について、地域の実情に応じた方法に適宜変更して実施することとして

差し支えない。

「地域生活定着促進事業に係る質疑応答集」 ７ 被疑者等支援業務

Q 7－８ 「地域の実情に応じた方法」とは、具体的にどのような方法を想定しているのか

「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」

第４ 業務の実施細目 ２ 被疑者等支援業務
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A７-６ 弁護士との連携強化の促進とは、従前からの被疑者等支援業務の範囲内において、福祉的な支援を必要とする被疑者等へ

の弁護士による気付き等を生かし、必要な方を更に支援につなげられるようにしていくものです。

具体的には、弁護士と検察庁（事件担当検察官等）が、必要な範囲での協議・確認・調整を行うことで、同業務の対象となる被

疑者等を適切に選定していくための連携や、令和４年５月３１日付け法務省保観第８９号法務省保護局観察課長通知「「検察庁等

と保護観察所との連携による起訴猶予者等に係る更生緊急保護の重点実施等について」の一部改正について（通知）」によって、

事前相談票に弁護人の氏名や連絡先等が記載されることとなり、弁護士とセンターとの協働も可能となるような連携を想定してい

ます。

なお、被疑者等支援業務では、情状証人としての出廷や更生支援計画の作成等は行わないこととしています。

また、指針第３の３(5)において、「業務の遂行に当たっては、常に公正かつ中立的な姿勢を保つことを心掛けるものとする」

としていることを踏まえ、中立性を損なうことがないよう留意してください。

「地域生活定着促進事業に係る質疑応答集」 ７ 被疑者等支援業務

Q 7－６ 弁護士との連携強化の促進とは、具体的にどのようなことを想定しているか

釈

放

定着センター保護観察所

協力依頼

検察庁
（事件担当検察官等）

弁護士

面会等 サービスの利用開始に向けた連絡調整等 帰住先の調整等

保護観察所

弁護士の氏名
連絡先等が記載

弁護士検察庁

協働弁護士へ連絡
協働を相談等

例）センターから連絡がある旨、

事前相談等

例

例）弁護士が接見した

際の様子を確認等

地域生活定着促進事業に係る質疑応答集 ― 特に問合せが多い質問事項を中心に ―

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw
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A７-14「被疑者等支援業務では、釈放までの時間が限られていることから、釈放後の一時的な帰住先として、保護観

察所が更生緊急保護により更生保護施設等への入所の事前調整を図っていくケースが多いと思われます。

しかしながら、重点実施予定者又は重点実施対象者等の中には、心身の状況等から更生保護施設等での生活環境が適

さない対象者も想定され、そのような場合には、保護観察所と協議の上、更生保護施設等以外の社会資源を調整するこ

とは差し支えありません。

また、釈放後に帰住できる住居がある者であっても、訪問、通所による支援の調整が必要である場合には重点実施予

定者又は重点実施対象者となることから、保護観察所からこの対象者に係る協力依頼を受けることは想定されます。

なお、令和3年3月31日付け法務省保観第40号法務省保護局長通達に定められた「更生緊急保護における継続的支

援」が実施されるときには、更生保護施設等へ入所しない場合等であっても、保護観察所が更生緊急保護の各種措置を

継続的に実施することがあります。

Q 7－14 「被疑者等支援業務では、重点実施予定者又は重点実施対象者は更生保護施設等へ必ず帰住しな

ければならないか。」

■第２ 重点実施の対象

１ 重点実施は、 起訴猶予処分、懲役若しくは禁錮につき刑の全部の執行猶予の言渡しを受け（保護観察に付され

るものを除く）、又は罰金若しくは科料の言渡しにより釈放される場合、保護観察所において、更生緊急保護の

措置として、一定の期間重点的な生活指導等を行い、福祉サービス等に係る調整、就労支援等の社会復帰

支援をすることが適当である者に対して行うものとする。

参照）「検察庁と保護観察所との連携による起訴猶予者等に係る更生緊急保護に重点実施等について」の

一部改正について（通知）
令和4年6月7日付け事務連絡 「法務省保護局観察課長通知「更生緊急保護の重点実施について」の一部改正について」

地域生活定着促進事業に係る質疑応答集 ― 特に問合せが多い質問事項を中心に ―
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「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」

（６）そもそも、犯歴の有無を問わず、ニーズがあって真に支援を求める人に対しては、その真意に沿って、地

域において福祉的支援が受けられる環境を整備することが必要である。また、本事業は、限られた社会保障の資

源を、刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束のために地域とのつながりを失った人に活用し、広域調整に

よって必要な支援を地域で受けられるようにするものであって、既存の福祉的支援との連携強化を進めることが

重要である。そのため、本事業を効率的・重点的に実施する観点から、事業の内容や規模を精査し、適切な業務

量を確保するとともに、既存の福祉サービスとの一体的実施や円滑な移行が

行われるよう努めるなど、地域の総合力を生かした事業実施を

行うものとする。

第 ３ セ ン タ ー の 事 業 ３ 事 業 の 一 般 原 則

検察庁
保護観察所

保健・医
療機関

生活困窮
相談事業

弁護士会

その他の
関係機関

地方
公共団体

地域
包括支援
センター

障害者
相談支援
事業所

矯正施設
法務少年支
援センター

重層的
支援会議

地方再犯防止
推進計画

居住支援
協議会

（自立支援）
協議会

要保護児童
対策地域
協議会

定着支援センター

官民協働・多機関連携イメージ

基幹
相談支援
事業所

その他の
協議会等

地域ケア
会議



７．「被疑者等支援業務」の実施状況（速報値）



８．「被疑者等支援業務」の円滑な実施について ①

― 被疑者等支援業務を円滑に進めていくためのステップ等 ―



被疑者等支援業務を円滑に進めていくための ステップ（フェーズⅠ・Ⅱ・Ⅲ）
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□ ネットワーク会議等を実施している

（計画：１～2回程度/年）

□ ネットワーク会議等を実施していない

□ 被疑者等支援業務の依頼がある

□ ネットワーク会議等を定期的に実施している

（計画：３回以上/年）

□ 被疑者等支援業務の依頼がない

（極端に少ない）

□ 担当者レベルでも随時顔を合わしている

（各機関の担当、サブ担当を決めている等）

□ ネットワーク会議等には弁護士も参画して、

一堂に介した協議を実施している

□ 弁護士個人ではなく、弁護士会として弁護士

が参画している。（弁護士会の理解・協力）

□ ネットワーク会議等で、事例検討や振り

返りを行っている

□ ネットワーク会議等には、弁護士（弁護

士会）は参画していない □ ネットワーク会議等で、釈放されたケースの

経過報告等（フィードバック）を行っている

□ ネットワーク会議等の参加機関を、関連する

機関等にも広げて実施している（拘置所等）

□ 被疑者等支援業務の依頼数が増えてきた

□ 弁護士会との協議は、別途、弁護士会と

定着センター等のみで実施している

□ 主たる機関同士で勉強会等を実施している

□ 被疑者等支援業務依頼がない（極端に少ない） □ 被疑者等支援業務の依頼がない（極端に少ない）

□ ネットワーク会議等の協議内容や進め方等

がよく分からない

フェーズⅠ（ネットワークを耕す時期）

フェーズⅡ（連携の種を蒔く時期）

フェーズⅢ（ネットワークを育てる時期）

（参考）実績が多いセ ンターに共通していた要素（連携の土壌づくり ―― 出口支援・入口支援に共通した取組 ―― ）

□ 保護観察所等と定着センターとの相談や依頼の垣根が低い（支援導入のストライクゾーンが大きい）

□ 保護観察所と定着センターとの協働関係を育むような取組がある（Give ＆ Takeの関係性づくり）

参考）チェックリスト（実績が多いセンターの取組等を中心に視覚化し、各段階ごとに整理）

〇 フェーズⅠに該当し、現状、円滑に進んでいなければフェーズⅡの取組を目安にする。

〇 フェーズⅡに該当し、現状、円滑に進んでいなければフェーズⅢの取組を目安にする。

〇 フェーズⅢであっても、円滑に進んでいなければ、他の要因等も考えられるため当課の

方へご連絡下さい。

〇 実績が多いセンターに共通していた要素については、「連携の土壌づくり」として整理。

現地の要請に応じて、当

課もネットワーク会議等

に参画する等、サポート

をしています。

※詳細については別スライド参照



９．「被疑者等支援業務」の円滑な実施について ②

― 更生保護施設/自立準備ホームとの連携 ―
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ソフトランディングを可能にした

「更生保護施設/自立準備ホーム」と「福祉」との連携モデル

<日 中> <生活の場>

福祉サービス利用 更生保護施設/自立準備ホーム

仮釈放・仮退院 / 更生緊急保護

就労継続支援B型

ヘルパー



『地域生活』を見据えた－Small step－
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① 「見学」ができる：本人

③「体験」ができる：本人

④「アセスメント」ができる：事業所

⑤「自己選択・自己決定」ができる

② 「様子」を知れる：事業所

サービス利用



38

令和３年度『被疑者等支援業務』の開始―被疑者等支援業務の円滑な実施について―

『更生保護施設/自立準備ホーム』を地域の資源で包み込む

コーディネーター（ex. 定着支援センター、
相談支援専門員、ケアマネ）ヘルパー（入浴介助etc）

ヘルパー（移動支援etc）

訪問看護

受診（精神科デイetc）通所（福祉的就労etc）

通所（デイサービスetc）

市役所手続きの

コーディネート

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw


最近の主な動向
厚労省ウェブサイト 地域共生社会のポータルサイト（https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/）

1. 多様な社会参加への支援に向けた地域資源の活用について（通知）

２．福祉サービス事業所等を自立準備ホームとして活用する場合の取扱い

について（事務連絡）

→令和３年３月３１日付

厚生労働省子ども家庭局長、厚生労働省社会・援護局長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長、

厚生労働省老健局長 連名通知

→令和３年９月１７日付

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 地域共生社会推進室
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地域生活定着支援センターとの連携強化事業（地域生活支援事業）

【事業目的】障害者等が、矯正施設（以下、刑務所、少年刑務所、拘置所及び少年院を指す。）、留置施設等（以下「矯正施設

等」という。）からの退所後に実際に生活を営もうとする市町村等において、円滑に福祉サービス等を利用できるよう、市町村

等が地域生活定着支援センターとの連携をより促進することにより、地域における支援体制の強化を図ることを目的とする。

（ア）地域生活定着支援センターとの連携による相談支援事業所等の利

用調整

→ 地域生活定着支援センターからの依頼に応じ、同センターとの連

携のもと、対象者の意向、状態等を勘案して地域の相談支援事業所

及び障害その他福祉サービス事業所等の円滑な利用に向けた対象者

や地域生活定着支援センターとの調整

（イ）事業所等の後方支援

→ 対象者を受け入れた事業所等に対して、事業所独自では解決困難

な課題の解決を図る等のための後方支援（コンサルテーション）

（ウ）支援者の育成、社会資源の開発

→ 矯正施設等退所者への対応に関して専門性、ノウハウを有する事

業所等、支援者の育成のための取組及び受入が可能な事業所等の増

加に向けた取組、地域生活定着支援センターとの定期的な協議・情

報交換の実施等

事 業 内 容

市町村、特別区、一部組合及び広域連合とする（基幹相談支援セン

ター及び本事業を適切に実施できると認める団体等に委託可）

実 施 主 体

都道府県
（地域生活定着支援センター）

障害のある
被疑者・被告人等

面会・アセスメント

・面会やアセスメントにより得た情報の提供とともに
福祉サービス等の利用調整依頼

・市町村の対応困難事例に対する助言等

福祉サービス等
（計画相談支援事業所・

障害福祉サービス等事業者）

・事業所等の後方支援
（コンサルテーション）

・受入可能な事業所の開拓、
対応可能な職員を増やす
ための人材育成

市町村
(基幹相談支援センターに委託可)

・地域の福祉サービ
ス等の情報提供

・地域の相談支援事
業所等の受入調整

※現時点でのイメージ図

次に掲げる者で、障害を有するために、福祉的な支援を必要とする者であって、

地域生活定着支援センターから相談支援事業所等への利用調整の依頼があった者。

・矯正施設退所予定者及び退所者

・身体を拘束された被疑者又は被告人及び起訴猶予の処分を受けた者、罰金若し

くは科料の言渡しを受けた者又は刑の全部の執行猶予の言渡しを受けた者

・その他、市町村等が必要と認める者

事 業 内 容 （ ア ） の 対 象 者
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10．今後の展望（被疑者等支援業務）と

振り返り（特別調整等の事業化当時からの軌跡）
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弁護士会検察庁

保護観察所 都道府県

被疑者等支援業務

コーディネート業務

新たな業務として位置づけられたことで生まれた成果等（被疑者等支援業務）

＜被疑者等支援業務 実施自治体数＞ 令和３年度：３６自治体

令和４年度：４５自治体

参考）各 地 の 実 例

１．一堂に会する協議の実施（ネットワーク会議等）

■検察庁、弁護士会、保護観察所、都道府県、定着セン

ターが同じテーブルで、協議・検討できる場が出来た。

２．定着支援センターへの便宜等

■支援対象者に係る情報が得やすくなった。

（受刑中のIQ、生活歴等）

３．切れ目ない支援の実現

■実刑判決にはなったが、その後、特別調整対象者として

初めて福祉的支援に繋がり、支援を継続している。

４．センターの業務として位置づけられた

ことで生まれた多様な“出会い”

■これまでは入口支援を実施していなかったので、実務の

中で、検察官や弁護士等との出会いが増えた。

■更生保護施設、拘置所、少年鑑別所、社会福祉士会等、

地域の実情に応じて参画する機関等を増やしている。

（地域のネットワーク構築）

■勾留中の面会に対する配慮を得やすくなった。

（面会場所・時間等）

■重層的支援体制整備事業や、再犯防止推進の取組、居住

支援法人等といった官民協働の支援を描きやすくなった。

（多様な出会い）

４．

３．

２．

１．

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw


特別調整等（出口支援）の事業化当時からの軌跡 ― 振り返り ―
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実践の中で“出会い”を重ねたことで、

変化し・進化し・深化してきたことで得られた現在地（現在の特別調整等による支援等）

「被疑者等支援業務」 を

新たな “出会い” を

重ねるきっかけに

Q. 定着支援センターが全都道府県に設置されるまでには…

Q. 特別調整等の依頼時の情報量は…

Q. 矯正施設での面接や連携等は…

Q. 出所時の服薬や医療情報等は…

Q.住まい探しは…

Q. 自治体との連携等は…

Q. 福祉や地域社会の理解等は…

参考）事業化当時から変化してきたもの



罪を犯した高齢者・障害者等の現状と

支援におけるアセスメント

全国地域生活定着支援センター協議会

令和４年度 中四国ブロック専門研修会

２０２３年１月

水藤 昌彦
山口県立大学

masa.mizuto1@mac.com
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この講義のねらい

2

地域生活定着支援センターにおける、

①アセスメントと対象者とのかかわり

②それに関する参加者からの質問

について考える。





１．アセスメント・かかわりの要点

3



4

アセスメント・かかわりの要点

① 犯罪行為自体よりも、背景要因に目を向ける

② 当事者をよりよく理解するための５つの視点

③ リスク対応／生活の質向上の相互補完モデル

④ 関係性の問題：

そだちを剥奪された結果としての反応や行動

⑤ 振り子運動モデル
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① 犯罪行為自体よりも、背景要因に目を向ける

➢ 罪名 ＝刑事手続の重要情報に過ぎない

➢ 行為に至る経緯・背景にある社会的孤立・生きづらさ・認

知などに目を向ける必要 →本人が犯罪をしなくていい生

活 →結果としての再犯防止

➢ 社会経済・心理的要因によるプレッシャー仮説

→「社会経済・心理的に不利な状況」が重なり、関係

→その影響で犯罪行為に至るプレッシャーを高める

→障害によって不利な状況がより先鋭化、影響が深刻化



社会経済・心理的なプレッシャーの具体例

アル
コール

障害へ
の
偏見

雇用

不適切
行動

社会
参加の
機会

経済
状態

住居
社会的
ネット
ワーク

家族
関係

社会
生活
スキル

教育

(NSW Law Reform Commission 1996; Cockram, 2005 をもとに作成・一部改変)

6

自尊感情
の低さ

衝動性の
高さ

暗示の受
けやすさ

迎合
しやすさ

心的外傷 承認欲求

未理解
同調性

（脇中 1999）
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未理解同調性

➢前提１：人は経験から学習する

➢前提２：人は「うまく」できる状態を好む

➢人は置かれた状況に適応しようとする存在

➢適応するためには状況の理解が必要

➢理解がしにくい → 自分なりの適応行動をとる

➢結果：（じゅうぶんに）理解していないが、同調する

支援者の理解が不十分であると…

→ 故意・悪意でやっている、やる気がないなどの誤解

→ 本人への過剰な期待



発達障害の二次障害としての非行

発達障害

育てにくさ
否定的・指導的

関わりの連続
失敗・挫折の連続

情緒不安定

行動・感情のゆがみ

一次障害

二次障害

家族の
孤立

（小栗 2010をもとに一部改変）

自己肯定感・
自己効力感の

欠如
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② 当事者をよりよく理解するための５つの視点

発達

愛着

トラウマアディクション

社会的孤立
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アディクションの基礎知識

➢ ある特定の物質（アルコールや薬物など）、行動（ギャン

ブルなど）に「のめり込む」「はまる」こと

→もともと習慣的であった行動が自分の意思でうまくコント

ロールできなくなる状態 ＝❌意志・性格・嗜好の問題

→習慣的物質使用・行動による脳や心、体の機能変化が原因

→脳の報酬系への刺激 ＋ 耐性と離脱症状

➢ 三類型：物質・行為（プロセス）・関係

➢ メカニズム

①本人が対処に困難を感じている状況を緩和しようとして特定の物質使

用・行動に至る →②習慣化 →③耐性 →④使用や行動の量・頻度の増

加／離脱症状の緩和のための再使用・行動の再開 （市川 2021）
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依存症の「自己治療仮説」

➢ 1985年に心理学者カンツィアンが提唱

➢ 「人が依存症になるのは、無意識のうちに自分の抱える困

難や苦痛を一時的に緩和するのに役立つ物質を選択した結

果であり、究極の『自己治療』である」

➢ 過去の苦痛に満ちた経験と、現在における物質使用・乱用

とを意味あるかたちで結びつける概念

エドワード・J・カンツィアン、マーク・J・アルバニーズ（松本俊彦訳）『人はなぜ依存症

になるのか−−自己治療としてのアディクション』（星和書店、2013年）
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➢アディクションからの回復は、単なる物質使用・行動の中断

ではなく、生きづらさ・社会的孤立の解消

＝「全人的ニーズの充足」

➢孤立からの脱却とつながりの再生のための継続的な過程

→この過程を通じて、自己の肯定・尊厳を取り戻すことが重要

（市川 2021）



（上岡陽江『生きのびるための犯罪（みち）』（イーストプレス、2012年）123頁）

13
社会的孤立：世の中のイメージと「暗い森の話」



③リスク対応／生活の質向上の相互補完モデル

リスク

•回避目標

生活の質

•接近目標

本人が満足できる地域生活の継続

（Lambrick 2015）
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『人生目標（人間の中核となる基本財、幸、goods）』とい

う考え方

人は『人生目標』を達成することを求める生き物

↓

目標を達成する能力・手段が限られているとき

↓

それでも目標を達成しようとする

⇨犯罪に至るプレッシャーが高まる

(Ward & Maruna 2007)

生活の質の向上：「よき人生モデル（Good Lives 
Model）」
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「人生目標」とは？

① 暮らし：生活することと生き延びること

② 知識：学ぶことと知ること

③ 仕事と遊びに熟達すること

④ 自己選択と自立

⑤ 心の平穏

⑥ 人間関係や友情

⑦ コミュニティ：集団に属すること

⑧ 精神性：人生に意味を見出すこと

⑨ 幸せ

⑩ 創造性

（訳語の出典：P. M. イェーツ・D. S. プレスコット（藤岡淳子監訳）『グッドライフ•モデ
ル』（誠信書房、2013年））
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④ 関係性の問題：そだちを剥奪された結果としての反応や行動

➢ 心を閉ざす、反抗するなどの反応

➢ 学習性無力感

→【思考】どうせ自分なんて・無理だから・

他人には期待しない・いつも変わらない

→【行動】反抗する・支援を拒む・逃げる

➢ 「困った」と言えない →相談しない／相談できない

➢ 受動的攻撃性 →無視・皮肉・遅延・妨害・サボタージュ

➢ 問題解決の方法を柔軟に考えられない

例「こうあるべき」「これしかない」という硬い思考の枠組み

基本的にはつき合いづらい人
（脇中 2015をもとに一部改変）
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そだちを剥奪された人との支援関係

➢ 学習性無力感にどう対応するか？

✓ 期待しすぎず、絶望しない

✓ 学習性無力感を支援者が感じないようする

✓ 要求水準をどこに設定すべきかを意識する

「あせらず、あきらめず、あてにせず」

➢ 反抗をどう理解し、対応するか？

✓ 対決 ＝反抗する人・抑え込もうとする人という役割

→ 行動が反復、固着することに

✓ 問題行動 ＝✕抑え込む対象、○その人が主張し、問題

を起こしながら成長していく機会

（脇中 2015）
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➢ 非行・犯罪行為の繰り返し「振り子運動」＝離脱には時間

がかかる

➢ 振り子運動を徐々に終息させるイメージ

➢ 管理・制限・制裁による対応＝振り子を無理に静止させる

➢ 微罪累犯に適用可能／対人加害行為・重大事犯には不適切

社
会
的
問
題
の
度
合
い

高高

⑤ 振り子運動モデル

19




２．参加者から寄せられた質問について

考える

20
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① 刑務所に収容されているあいだの意思疎通の問題

• 面接時に本人の「本心」が分かりにくい
• 入所施設に対するイメージが理想的になり過ぎる
• 釈放後に本人の様子が変わる

✓ 大前提：受刑中は「世を忍ぶ、仮の姿」

✓ 釈放後、本人の様子は変化して当然と考える

✓ 「刑務官とは違う役割の人」とはっきり伝える

✓ 相手から自分がどう見えているか、を意識する

✓ 釈放後、改めて意思確認をする

✓ もともと、意思決定は苦手、経験が少ない

✓ 「リハビリ」には時間がかかる
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① 刑務所に収容されているあいだの意思疎通の問題

➢ 矯正施設収容を生活経験の視点から捉える

✓ 「全制施設」：①時間で行動が決まっており、②集団行

動が求められ、③刑務官の指示に従い、④統制された行

動が求められる

✓ 刑罰執行の場：「保安と規律の維持」が大前提

✓ 少人数の刑務官が武装せずに勤務

✓ 行動統制が厳しくなる →「他律的」になりがち

✓ 選択の機会が極端に少ない（金銭管理、調理、衣類、活

動、人づきあいなど） →生活スキルへの悪影響

✓ 自分のことをふり返る機会は…
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受刑体験のある当事者から学ぶ

➢ 五十嵐弘志『人生を変える出会いの力−闇から光へ』（ドン・ボスコ社、

2016年）

➢ 野田詠氏『私を代わりに刑務所に入れてください−非行少年から更生支

援者へ』（いのちのことば社、2015年）

➢ 吉岡利夫著・上田勇監修『塀の中のキリスト−エン・クリストオの者へ

の道』（ヨベル、2015年）

➢ NPO法人マザーハウスのウェブサイト

→「発行物」のページに『収容者が社会復帰後にのぞむ支援はどのよう

なものか』『刑務所の暮らし』掲載



アイデンティティ転換の過程 (Veysey 2015)

再文脈化

新しいスキル

価値ある役割

エンパワーされる

人間関係

衣食住の保障

身体的・情緒的な安全

①新たな人生の語り

②自分自身の「再定義」

③自身の経験の再構築

24
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② 被疑者等支援における本人とのコミュニケーション

➢ 事件処理が進行中：刑事手続上の結論が出ていない状態

• 本人の心理状態が複雑 →自己決定が難しいことも

• 身体の自由が拘束されている事件は、拘禁による影響

• 身体の自由が拘束されている事件は、手続の各段階での

時間制約 →処分決定前に「何を」「どこまで」

➢ 対審構造のなかにいる本人とかかわる

• 訴追する検察官／防御する被告人・弁護人

• 中立の立場から判断する裁判官

➢ 釈放後のフォローアップの重要性・難しさ
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③ 「なぜ、その犯罪をしてしまったのか？」の聞き方

➢ 言いたくない、隠したい、という感覚は重要

➢ 「本人と向き合う」ことを支援者が自覚する

➢ 目的を明らかにする：同じような行為をしなくても生活で

きる方法を一緒に考えたい →「問題の外在化」

➢ 責めない、あきれない、怒らない、説教もしない

➢ 守秘義務・記録について明示的に説明する

➢ 「なぜ」を聞くのは意味があるのか？

➢ リスク評価・対応は必要だが、全面に出さない

➢ 性加害行為の犯罪サイクルについての正しい知識を持つ：

「支配・コントロールの手段としての性加害行為」



Wolf (1988)による子どもへの性犯罪行為サイクル

（Murphy 2013)



加害動機を

高める

• 容認できない

性的思考を持

つ

加害への自制心

を打ち負かす

• 容認できない

性的思考を容

認する

加害への外的障

害を克服する

• 性加害の計画

を立てる

被害者の抵抗を

克服する

• 性加害行為を

実行する

Finkelhor (1984)による性加害モデル

（Murphy 2013をもとに作成)

過去の性加害の想起、将来可能な性加害•リスク
視覚的イメージ、自慰行為との関連

知られない、傷つけない、愛情表
現である【認知の歪み】

被害者の特定、
グルーミング等

セルフトーク

自動思考

「小さな声」





さらに情報を入手したい場合…
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独立行政法人国立のぞみの園

「知的障害のある犯罪行為者への支援を学ぶ研修会」（オンデマンド）

【初級編】【中級編】【上級編】を無料配信中

「Ⅰ 刑事司法」「Ⅱ 対象者理解」「Ⅲ 支援者としてのあり方」

★「国立のぞみの園 研修」で検索

★実践者研修「トラウマインフォームドケアと組織マネジメント」もオン

デマンド配信中

よりそいネットおおさか（大阪府地域生活定着支援センター受託法人）

「よりそい専門研修会：刑事司法と対人援助を学ぶ」（オンデマンド・オ

ンライン）

無料講演・対談・講義（7テーマ）・事例検討会の組み合わせ

★「よりそい 専門研修」で検索
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一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟編『刑事司法と福祉』（中央
法規、2021年）

文献の紹介：刑事司法・少年司法の基礎知識
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『当事者と援助者の「共助す
る関係」――刑事司法領域で
の対人援助の基本』（現代人
文社、2020年）

『更生支援計画をつくる――
罪に問われた障害がある人へ
の支援』（現代人文社、2016
年）



目 次
理 論 編
第１章 知的障害のある犯罪行為者への支援の必要性
第２章 知的障害と犯罪の関係
第３章 知的障害と犯罪行為を理解するためのアセスメント
第４章 障害者福祉による介入・支援にあたっての要点

実 践 編
第１章 矯正施設退所に向けた支援期
第２章 矯正施設退所直後からの支援期
第３章 地域生活を継続するための支援期

事例

国立のぞみの園
「理論と実践で学ぶ知的障害のある犯罪行為者への支援」
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★ウェブサイトより注文可能。1,500円（税・送料込み）



鳥取県地域生活定着支援センター

相談支援員 清水 恵

令和４年度 全国地域生活定着支援センター協議会 中国四国ブロック専門研修会

1



母体法人：一般社団法人とっとり東部
権利擁護支援センターとは

①成年後見部門
（愛称：アドサポセンターとっとり）
…成年後見のセーフティネットとしての鳥取県東部の法人
後見等を実施。
〇相談支援員として社会福祉士３名、事務員２名

②LSW（Legal SocialWork）部門
…地域生活定着支援センターにて、鳥取県全域の罪を犯
した高齢者・障がい者等の福祉的支援を実施。
〇センター長として弁護士1名、相談支援員として社会福祉士
４名、事務員１名

2



私たちの歩み

3

Ｈ30年6月～
鳥取県社会生活
自立支援センター
〇法務省のモデル事業
〇鳥取県で初めて正式に
入口支援開始

〇定着支援センターは別
法人が運営

Ｒ１年
鳥取県地域生活定
着支援センターの
プロポーザル参加

令和２年4月～
鳥取県地域生活定着

支援センター
受託

〇社会生活自立支援セン
ターは3年目の年。

〇入口支援も出口支援
も同じ法人でスタート！

令和３年４月～
被疑者等支援業務

開始。
〇社会生活自立支援セン
ターは定着支援センター
へ吸収。

〇入口支援も出口支援
も同じ法人・同じセン
ター名でスタート！

≪想い≫
〇入口支援と出口支援が、
別法人・別センター名で、
混乱を招いている。

〇入口支援から実刑になった対
象者もおり、引継ぎが
シームレスにできるとい
いのに。



私たちの葛藤

4

Ｒ元年
鳥取県地域生活定
着支援センターの
プロポーザル参加

令和２年4月～
鳥取県地域生活定着

支援センター
受託

〇社会生活自立支援セン
ターは3年目の年。

〇入口支援も出口支援
も同じ法人でスタート！

令和３年４月～
被疑者等支援業務

開始。
〇社会生活自立支援セン
ターは定着支援センター
へ吸収。

〇入口支援も出口支援
も同じ法人・同じセン
ター名でスタート！

≪悩み≫
入口支援には慣れている
が、なかなか特別調整
に慣れない。

≪混乱≫
今までの入口支援は関係機関から直接依頼（次
ページ参考①へ）があり、特別調整の保護観察所
からの依頼というシステムにもまだ慣れていない。
➡保護観察所からの依頼で始まる入口支援に
混乱。
※鳥取地方検察庁、鳥取保護観察所も混乱。

Ｈ30年6月～
鳥取県社会生活
自立支援センター
〇法務省のモデル事業
〇鳥取県で初めて正式に
入口支援開始

〇定着支援センターは別
法人が運営



参考①：それまでの入口支援の進み方

検察庁

弁護士

地域

定着支援センター

（センター内会議）
・見立て
・支援の振り分け
→相談支援業務として支援。

etc・・・



鳥取式 三者協議

6

令和3年9月 被疑者等支援業務勉強会 開催
参加機関：鳥取地方検察庁、鳥取保護観察所、鳥取県主管課、鳥取定着

鳥取式 三者協議 スタート
※次ページ参考②へ



参考②：『被疑者等支援業務』依頼ルート（鳥取式）

身柄事件and高齢者・障がい者（疑い含む）and更生緊急保護が必要
な対象者。

検察庁 保護観察所 定着支援
センター

☎
3者協議
（検察庁、保護観察所、定着）

事件毎に適宜開催。
見立て、支援方針決定。
→更生緊急保護+福祉サービス調整が必要な
時、重点実施対象者とし、定着支援セン
ターの『被疑者等支援業務』として動いて
いく。

担当者：
検察庁 （○○統括）
保護観察所（〇〇保護観察官）
定着 （○○相談員）

日程調整依頼書作成 ☎



支援実績

8

〇被疑者等支援業務 10件

〇三者協議実施 9件

（1件のみ後付けで被疑者等支援業務になったため）

〇支援終了 ３件（1件辞退）

※R3年9月1日～Ｒ4年11月30日現在



鳥取式三者協議の良かった点

①情報共有・支援方針の見立て・役割分担が、早い段階で関

係機関とできること。

→本人さんへ必要な福祉的支援へのつなぎがスムーズ

②検察庁、保護観察所、定着の三者の連携が強まった。

→今年度の目標：弁護士の参加、鳥取式四者協議へ

勉強会（Ｒ４.12.22）には弁護士も参加予定

9



事例紹介

10

①竹内相談支援員より、

被疑者等支援業務として鳥取県内の更生保護施設に入所

した高齢男性のケース。

② 上島相談支援員より、

被疑者等支援業務として県外から鳥取県に帰住した障がい

男性のケース。



専門研修会プログラム 

令和 5 年 2 月 17 日(金) 

時  間 内   容 

9:00～9:30 受付・オンライン接続 

9:30～9:40 オリエンテーション 

 

9:40～9:50 
開会挨拶 
豊留 満代 氏 
九州ブロック長 
鹿児島県地域生活定着支援センター長 

 

9:50～10:00 
会長挨拶 
高原 伸幸 氏 
全国地域生活定着支援センター協議会 会長 

 
 

10:00～12:00 

講 演 
「地域生活定着促進事業の取組について 

～被疑者等支援業務を中心に～」 
講師:厚生労働省 社会・援護局 総務課 
矯正施設退所者地域支援対策官 伊豆丸 剛史 氏 

12:00～13:00 昼休憩 

 
 

13:00～16:00 

※.午後は、専門研修になりますので、定着支援センター職員のみとなります。 

講義・グループワーク 

「ケースメソッドを活用したソーシャルワーク」 
講師:久留米大学 
文学部 社会福祉学科教授 片岡 靖子 氏 

 

16:00～16:15 
閉会挨拶 

桑野 博文  
大分県地域生活定着支援センター長 

(備考) 
・本研修は「Zoom」(http://zoom.us/)を使用します。 
・インターネットに接続されたパソコン、タブレット、スマートフォン等のいずれでも参加できます。

使用する予定のデバイスにあらかじめ Zoom のアプリをインストール、ダウンロードしてください。

(インストール、ダウンロードは無料でできます。また最新バージョンを使用してください。) 
・参加にかかるデータ通信料は参加者負担となります。ご了承ください。スマートフォン、タブレット

等の契約プラン内容によってはデータ制限がかかる可能性がありますのでご注意ください。 



2021年4月1日

厚生労働省 社会・援護局総務課

矯正施設退所者地域支援対策官 伊豆丸 剛史

令和4年度社会福祉推進事業

全国地域生活定着支援センター協議会

九州ブロック専門研修会

地域生活定着促進事業の取組について

― 被疑者等支援業務を中心に ―

－「地域共生社会」の実現に向けて－



１．地域生活定着促進事業の概要

２．地域生活定着支援センターの支援状況

３．地域生活定着支援センターの主な課題等

４．「被疑者等支援業務」の概要及びこれまでの経緯等

５．令和４年度の「被疑者等支援業務」について

６．「被疑者等支援業務」の詳細について

７．「被疑者等支援業務」の実施状況

８．「被疑者等支援業務」の円滑な実施について

９．今後の展望（被疑者等支援業務）と

振り返り（特別調整等の事業化当時からの軌跡）

目 次

番外編）特別調整等の事業化当時からの軌跡と、

私自身の歩み（振り返り）



１．地域生活定着促進事業の概要
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地域生活定着支援センターとは？ －業務内容（令和２年度まで）－

矯正施設（刑務所、少年院等）からの“出口支援”

地域生活
定着支援センター

矯正施設を出所する帰る場所がない障害者や高齢の受刑者などが、出所後

も生活に困らずに、また、安心して生活できるように、受刑中から福祉的

な支援（コーディネート/フォローアップ）を行う。

コーディネート フォローアップ

出 所

矯正施設 保護観察所

福祉・医療等



事 業 の 目 的

地域生活定着促進事業の概要① （地域生活定着支援センター）

高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする犯罪をした者等に対し、各都道府県の設置する地域生活定着支援セン

ターが、刑事司法関係機関、地域の福祉関係機関等と連携・協働しつつ、刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束中か

ら釈放後まで一貫した相談支援を実施することにより、その社会復帰及び地域生活への定着を支援し、地域共生社会の実現

を図るとともに、再犯防止対策に資することを目的とする。

事 業 内 容

■実施主体：都道府県 （全都道府県で実施。社会福祉法人等に委託可）

■事業内容：

１．コーディネート業務：（特別調整・一般調整）
→矯正施設（以下、刑務所、少年刑務所、拘置所及び少年院を指す。）退所予定者の帰住地調整支援を行う。

２．フォローアップ業務
→矯正施設退所者を受け入れた施設などへの助言等を行う。

３．被疑者等支援業務：（令和３年度から開始）
→被疑者、被告人の福祉サービス等の利用調整や釈放後の継続的な援助等を行う。

４．相談支援業務
→高齢であり、又は障害を有することにより、自立した生活を営むことが困難と認められる犯罪をした者等のうちセンターが

福祉的な支援を必要とすると認める者について、本人又はその家族、更生保護施設、地方公共団体、福祉事務所その他の関
係者から、本人の福祉サービス等の利用に関する相談を受けたときは、担当職員を指名の上、本人と面接を行わせるなどし
て、本人のニーズ等を確認し、その意思を踏まえて、助言その他必要な支援を行う。

５．関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等
→ センターは、（ア）刑事司法関係機関、地方自治体の福祉関係部局課や地域において福祉的支援を提供する事業者等と、恒

常的な連携が確保できるよう、関係者相互間の連絡を密にし、（イ）当該事業者の支援技術の向上を図り、地域住民の理解
を得られるよう、研修や普及啓発活動を行う。

（地域生活定着促進事業実施要領、地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針より一部抜粋）
5



6

令和２年度までの業務内容

コーディネート業務 フォローアップ業務 相 談 支 援 業 務
関係機関等との連携及び地域に
おける支援ネットワークの構築等

地域生活定着促進事業の概要② －地域生活定着支援センターの業務内容（令和２年度まで）－

(2) センターの長は、平素から、保護観察所、矯正施

設、検察庁、弁護士会、福祉関係機関、地方公共

団体その他の関係機関等と連携を密に保つために、

保護観察所が主催する連絡協議会に出席するとと

もに、研修や協議会等を開催し、犯罪の有無を問

わず、ニーズがあって真に支援を求める人につい

て、地域において必要な福祉的支援が受けられる

ための環境づくりや支援のためのネットワークの

構築に努めるものとする。

「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」（一部改正：令和３年３月２６日）より抜粋

Point



２．地域生活定着支援センターの支援状況（令和3年度）



地域生活定着支援センターの支援状況 ／ ①令和３年度中に支援した者

8

１．コーディネート業務（帰住地への受入れ調整）

コーディネートを実施した者 １，５３９（１，４８６）

【内訳】 矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者 ８４６（７７１）

帰住地への受入れ調整を継続中の者 ５６７（５９５）

「福祉を受けたくない」といった理由や疾病悪化等により支援を辞退した者 １２６（１２０）

矯正施設入所前に、 介護保険又は障害者自立支援の認定を受けていた者 １７７（１４２）

療育手帳又は障害者手帳を取得していた者 ４２５（３８２）

矯正施設入所中に、 介護保険又は障害者自立支援の認定手続を行った者 ３４３（３３２）

療育手帳又は障害者手帳を取得した者 １５８（１５１）

【矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の福祉サービスの利用状況】

矯正施設退所後にフォローアップを実施した者 ２，５９７（２，３２７）

【内訳】 支援が終了した者（地域に定着した者） ７２０（６０１）

支援継続中の者 １，８７７（１，７２６）

フォローアップ中に、生活保護を申請した者 ９４２（６６８）

フォローアップ中に、介護保険又は障害者自立
支援の認定を受けた者

３９２（２６０）

フォローアップ中に、療育手帳又は障害者手帳
を取得した者

１３８（９９）

２．フォローアップ業務
（受入れ調整後に行う受入先施設等への支援）

【フォローアップを実施した者の福祉サービスの利用状況】

相談支援を実施した者 １，６２３（１，４１５）

【内訳】 支援が終了した者 ７３３（６４８）

支援継続中の者 ８９０（７６７）

相談支援中に生活保護を申請した者 １６８（１３１）

相談支援中に介護保険又は障害者自
立支援の認定を受けた者

１１１（８０）

相談支援中に療育手帳又は障害者手
帳を取得した者

５５（２６）

３．相談支援業務
（地域に在住する矯正施設退所者本人やその家族、

施設等からの相談に応じる支援）

【相談支援を実施した者の福祉サービスの利用状況】

（単位：人、かっこ内は令和２年度の実績）



② 矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の障害・年齢別内訳
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身体障害
あり

知的障害
あり

精神障害
あり

身体＋
知的

身体＋
精神

知的＋
精神

身体＋知的
＋精神

その他※ 合計

65歳以上 37(27) 29(22) 56(56) 4(1) 5(8) 8(6) 3(1) 242(221) 384(342)

65歳未満 22(21) 135(132) 212(188) 6(7) 11(13) 70(65) 3(1) 3(2) 462(429)

合計 59(48) 164(154) 268(244) 10(8) 16(21) 78(71) 6(2) 245(223) 846(771)

（単位：人）

※「その他」には、軽度の認知症の者や、障害が疑われる者などが含まれる。※※括弧内は令和２年度の実績である。

○ 令和３年度



③ 矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の矯正施設退所時点の居住先内訳

10

※「救護施設」は、令和２年度・３年度については「生活保護施設」である。
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３．地域生活定着支援センターの主な課題等



身体障害
あり

知的障害
あり

精神障害
あり

身体＋
知的

身体＋
精神

知的＋
精神

身体＋知的
＋精神

その他※ 合計

65歳以上 27(44) 22(28) 56(44) 1(3) 8(3) 6(3) 1(0) 221(230) 342(355)

65歳未満 21(28) 132(127) 188(166) 7(7) 13(10) 65(56) 1(5) 2(5) 429(404)

合計 48(72) 154(155) 244(210) 8(10) 21(13) 71(59) 2(5) 223(235) 771(759)
（単位：人）※「その他」には、軽度の認知症の者や、障害が疑われる者などが含まれる。※※かっこ内は令和元年度の実績である。

身体障害
あり

知的障害
あり

精神障害
あり

身体＋
知的

身体＋
精神

知的＋
精神

身体＋知的
＋精神

その他※ 合計

65歳以上 44(36) 28(31) 44(29) 3(1) 3(4) 3(5) 0(0) 230(248) 355(354)

65歳未満 28(19) 127(112) 166(115) 7(6) 10(11) 56(55) 5(2) 5(3) 404(323)

合計 72(55) 155(143) 210(144) 10(7) 13(15) 59(60) 5(2) 235(251) 759(677)

（精神障害）338人

（精神障害） 317人

令
和
2

年
度

令
和
元
年
度

平
成
30

年
度

精神障害の対象者が大幅に増加（重複障害含む）

221人 /（合計667人） → 338人 /（合計771人）

（平成３０年度） （令和２年度）

地域生活定着支援センターの主な課題 ①

－ 専門的ニーズへの対応 － 「矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の障害・年齢別内訳 （平成30年度～令和2年度）」

今後は、保健・医療
領域との連携が重要

（精神障害） 221人

＋117人

12



230

96

29

61
54

34
13

27

79

21
1

50

280

84

23

76
48

36

21 27

62

47

5

42

236

96

22

71
54

38

8

34

44

19
5

50

274

88

23

105

59

30 16 23
59

25

5

52

252

126

28

114

45

25
7

25

69

28

2

50

0

50

100

150

200

250

300

更
生
保
護
施
設
・自
立
準
備
ホ
ー
ム

自
宅
、
ア
パ
ー
ト
、
公
営
住
宅
等

障
害
者
支
援
施
設
（旧
法
施
設
を
含
む
）

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

病
院

救
護
施
設

サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向
け
住
宅

養
護
老
人
ホ
ー
ム

無
料
低
額
宿
泊
所
・簡
易
宿
泊
所

有
料
老
人
ホ
ー
ム

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム

そ
の
他

平成２８年度（６９５人） 平成２９年度（７５１人） 平成３０年度（６７７人） 令和元年度（７５９人） 令和２年度（７７１人）（人）

更
生
保
護
施
設

自
立
準
備
ホ
ー
ム

自
宅
、
ア
パ
ー
ト

公
営
住
宅

障
害
者
支
援
施
設

（
旧
法
施
設
を
含
む
）

病

院

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

救
護
施
設

サ
ー
ビ
ス
付

高
齢
者
支
援
住
宅

養
護
老
人
ホ
ー
ム

無
料
定
額
宿
泊
所

簡
易
宿
泊
所

有
料
老
人
ホ
ー
ム

特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム

そ
の
他

２９８人 （内訳：グループホーム、有料老人ホーム等）

◼ 特に居住系施設を利用する場合に、定着支援センターのフォ

ローアップが長期化（２年以上）する傾向にある。

◼ その背景として、トラブル対応（無断外出、対人関係等）や

緊急時の連絡先等といった身元引受に近い役割を、定着支援

センターが一手に担い続けている場合がある。

地域生活定着支援センターの主な課題 ② －参照：令和3年度 厚生労働省社会福祉推進事業 「罪を犯した障害者・高齢者等の地域生活における支援ネットワークの強化と支援の

－地域移行後の支援体制の強化 － 効率化に向けた、多機関連携による伴走的な支援体制の構築に関する調査研究事業」－

定着支援センターの「フォローアップ」の課題 ― 地域移行後に、定着支援センターだけでなく、地域全体で支える体制づくりが重要―

◼ 「自宅、アパート、公営住宅」で単身生活をしている層の中に

は、福祉サービス利用に繋がっていない層（非該当、本人が希

望しない等）も含まれており、唯一の支援者として定着支援セ

ンターのみが対応（家事援助等）し続けている場合もある。

【参考２】矯正施設を退所し受入れ先に帰住した者の矯正施設退所時点の居住先内訳 （※令和２年度までの実績）

「 自 宅 ・ ア パ ー ト ・ 公 営 住 宅 」 （令和2年度） 「 居 住 系 施 設 （ 全 般 ） 」 （令和2年度）

地域移行後は、定着支援センターだけではなく、

官民協働・多機関連携による地域全体で支える体

制づくりが重要。

13

１２６人 （内訳：自宅・アパート：120人 ＋ 公営住宅：6人）



４．「被疑者等支援業務」の概要及びこれまでの経緯等



「相談支援業務」の支援対象

相談支援業務 （地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針 第４ 業務の実施細目 ３ 相談支援業務）

(1) センターの長は、高齢であり、又は障害を有することにより、自立した生活を営むことが困難と認められる犯

罪をした者等のうちセンターが福祉的な支援を必要とすると認める者につ いて、本人又はその家族、更

生保護施設、地方公共団体、福祉事務所その他の関係者から、本人の福祉サービス等の利用に関する相談を受

けたときは、担当職員を指名の上、本人と面接を行わせるなどして、本人のニーズ等を確認し、その意思を踏

まえて、助言その他必要な支援を 行うものとする。

(2) センターの長は、上記の支援を行うに当たり、当該利用者が更生緊急保護中又は保護観察中である場合には、

当該措置を実施している保護観察所の長と十分な連携を保つものとする。

15

◆ 矯正施設等を退所した本人（障害者、高齢者）又はその家族、

その他関係者から、本人の福祉サービス等の利用に関する相談等

◆ センターが福祉的な支援を必要とすると認める者

（例）「出所したが、住む場所がない」

「家はあるが、仕事・生活費がない」等

「被疑者等支援業務」の概要及びこれまでの経緯等① － 相 談 支 援 業 務 －



矯正施設出所者等に係る業務フロー（出口支援）

16

矯正施設

選 定

コーディネート

福祉・医療

依 頼

フォローアップ

相談支援業務

調 整

調 整

矯正施設出所

保護観察所

相談支援業務



被疑者被告人段階（入口支援）からセンターが関与した場合（令和２年度まで）

17

相談支援業務

微罪処分
執行猶予

保護観察付

罰 金 etc

不起訴

起訴猶予

福祉・医療

矯正施設裁判所弁護士検 察警 察

相談支援業務

調 整

実施している、
実施していない、
実施したいけどできない、
実施している内容の違い…など

地域差が大きかった。



令和３年度『被疑者等支援業務』の開始令和３年度～） 地域生活定着支援センターの業務内容

定着支援センターによる新たな入口支援として「被疑者等支援業務」が開始

18

コーディネート業務 フォローアップ業務 相 談 支 援 業 務

被 疑 者 等 支 援 業 務
関係機関等との連携及び地域に
おける支援ネットワークの構築等 令和３年度～

定着支援センターによる

新たな入口支援
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これまでの経緯１） 入 口 支 援 の 背 景 等 に つ い て

○再犯防止推進法（平成２８年１２月１４日法律第１０４号）
第７条 政府は、再犯の防止等に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（以下

「再犯防止推進計画」という。）を定めなければならない。
２ 再犯防止推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
三 犯罪をした者等の社会における職業及び住居の確保並びに保健医療サービス及び福祉サービスの利用に係る支援に関する事項

第１７条 国は、犯罪をした者等のうち高齢者、障害者等であって自立した生活を営む上での困難を有するもの及び薬物等に対する依存がある
者等について、その心身の状況に応じた適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供されるよう、医療、保健、福祉等に関する業務
を行う関係機関における体制の整備及び充実を図るために必要な施策を講ずるとともに、当該関係機関と矯正施設、保護観察所及び
民間の団体との連携の強化に必要な施策を講ずるものとする。

○骨太の方針２０１９
第２章 ５．（７）②
（前略）再犯者を減少させるため、（中略）福祉等の利用促進（中略）を強化するとともに、（後略）。

○再犯防止推進計画（平成２９年１２月１５日閣議決定）
第３章 １．（２）③ イ
法務省及び厚生労働省は、（中略）一層効果的な入口支援の実施方策を含む刑事司法関係機関と保健医療・福祉関係機関等との連携の

在り方についての検討を行い、２年以内を目途に結論をだし、その結論に基づき施策を実施する。

○自由民主党政務調査会再犯防止推進特別委員会・更生保護を考える議員の会
令和２年６月提言「満期釈放者対策等の充実強化に向けた緊急提言」
４ 高齢・障害等のある刑務所出所者等対策の充実強化

高齢・障害等のある刑務所出所者等についても手厚い対応ができるよう、政府が、（中略）地域生活定着支援センターとも連携を密にし、その体制
を強化するなど、いわゆる入口支援も含め、継続的な支援を確実に実施すること。

○再犯防止推進計画加速化プラン（令和元年１２月２３日犯罪対策閣僚会議決定）
第１
（前略）満期釈放者はもとより、刑事司法手続きの入口段階にある起訴猶予者等を含む犯罪をした者等の再犯・再非行を防ぐためには、刑事
司法関係機関における取組のみでは十分でなく、それぞれの地域社会において、住民に身近な各種サービスを提供している地方公共団体による
取組が不可欠である。

第2（３）ウ
（前略）地域生活定着支援センター（中略）が、就労支援、職場への定着支援及び福祉サービスの利用支援等の面での連携を強化し、更生
保護施設、自立準備ホーム、住み込み就労が可能な協力雇用主、福祉施設、公営住宅等の居場所の確保に努める。

第２（３）オ
満期釈放者対策の充実を図るため、（中略）地域生活定着支援センター等の体制を強化する。
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これまでの経緯２） 「地域共生社会」の実現に向けた取組の経緯

平成２７年９月 「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（「新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討PT」報告）

多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成２８年度予算）

平成２８年６月 「ニッポン一億総活躍プラン」（閣議決定）に地域共生社会の実現が盛り込まれる

７月 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置

１０月 地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会）の設置

１２月 地域力強化検討会 中間とりまとめ

「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成２９年度予算）

平成２９年２月 社会福祉法改正案（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案）を提出

「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」を「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部で決定

５月 社会福祉法改正案の可決・成立 → ６月 改正社会福祉法の公布
※ 改正法の附則において、「公布後３年を目処として、市町村における包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」と規定。

９月

１２月

地域力強化検討会 最終とりまとめ

「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」の策定・公表及び関連通知の発出

平成３０年４月 改正社会福祉法の施行

令和元年５月 地域共生社会推進検討会（地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会）設置

７月 地域共生社会推進検討会 中間とりまとめ

１２月 地域共生社会推進検討会 最終とりまとめ

令和２年３月

６月

社会福祉法等改正法案（地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律案）を提出

改正社会福祉法の可決・成立

※市町村における包括的な支援体制の構築に関する改正規定は令和３年４月施行予定
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これまでの経緯３） 「地域共生社会」の実現に向けた取組の経緯

〇「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」（地域共生社会
推進検討会） 最終とりまとめ（令和元年12 月26 日）（抄）

Ⅲ市町村における包括的な支援体制の整備の在り方
２断らない相談支援

○断らない相談支援の中で、個人や世帯が抱える複雑化・多様化した課題を制度の狭間に落とさず、対応していくためには、多機関協働の
中核の機能を強化することに加え、相談機関に関わる多職種や多機関が連携することが必要である。

○相談支援に関わる多職種については、保健、医療、福祉、子育て支援、労働、教育、司法等の各分野の関係者に加え、消費者相談や若
年者支援、年金相談等の関係者が想定される。関係者が広く参加できる研修等を通じて、お互いの業務の理解を進め、日頃から情報交換
等ができる関係性を作るなど、地域の中で幅広いネットワークを構築していくことが求められる。

Ⅳ市町村における包括的な支援体制の整備促進のための基盤
４都道府県及び国の役割
○ 広域での支援や調整が求められる地域生活課題への対応としては、DV 被害者や性暴力被害者、刑務所や少年院からの出所者
など、住民の身近な圏域で対応しがたい場合や、より専門的な支援が求められる場合等において、都道府県が積極的に対応するこ
とが考えられる。具体的には、都道府県が自ら相談を受け、支援を行うことに加え、広域的な支援という観点の下、市町村や断ら
ない相談支援に従事する支援員を後方支援する事業（スーパーバイズを行う事業）の実施や、複数の都道府県域にまたがるケース
の場合には、都道府県同士が連携し、対応するということも重要である。



平成25年10月から保護観察所7庁において，対応する地方検察庁と連携し、起訴猶予処分となり更生緊急保護の申出をすることが見込まれる者について

その高齢・障害等の特性に応じた措置を講じて円滑な社会復帰の実現と再犯防止に資するため、処分に先立ち，釈放後の福祉サービスの受給や住居の

確保に向けた調整等（事前調整）を実施する取組が試行された。26年度は、保護観察所20庁に拡大し、27年度からは、全国の保護観察所に拡大して、

「起訴猶予者に係る更生緊急保護の重点実施等の試行」として実施されている。
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検察庁との連携による起訴猶予者に係る更生緊急保護の重点実施等の試行

参照：平成30年版 犯罪白書：法務省ウェブサイト（https://hakusyo1.moj.go.jp/jp/65/nfm/n65_2_7_5_3_2.html）



○ 令和３年度、刑事司法手続の入口段階にある被疑者・被

告人等で高齢又は障害により自立した生活を営むことが

困難な者に対して、釈放後直ちに福祉サービス等を利用

できるように支援を行う「被疑者等支援業務」を開始。

○ 令和４年度からは、同業務において、新たに弁護士との

連携強化を促進。

○ 支援対象：更生緊急保護の重点実施予定者及び対象者。

○ 令和4年度は、４５自治体で「被疑者等支援業務」を実

施予定。 うち、「弁護士との連携」については、４１自

治体で実施予定。
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『 被 疑 者 等 支 援 業 務 』 の 開 始
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予
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等

令和４年度の『被疑者等支援業務』では、さらに「弁護士との連携強化」を促進

弁護士 検察庁
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５．令和４年度の「被疑者等支援業務」について
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令和４年度の地域生活定着促進事業における被疑者等支援業務について

令和4年3月18日付け事務連絡

（１）基本的な枠組みについて
令和４年度の被疑者等支援業務では、弁護士との連携強化を促進することとしていますが、令和３年度の同業務の基

本的な枠組みを変更するものではありません。

弁護士との連携強化の促進を含む被疑者等支援業務の具体的な手続等については、別添の「令和４年度「被疑者等支

援業務」業務フロー」のとおりとなりますが、同業務（地域の実情に応じた方法を含む。以下同じ。）の範囲内におい

て、弁護士と検察庁（事件担当検察官等）が、必要な範囲で協議・確認・調整を行うなどすることで、同業務の対象と

なる被疑者等を、更に支援につなげられるようにするものです。手続については、令和３年度から変更はありません。

また、情状証人としての出廷や更生支援計画の作成等については、令和３年度と同様、被疑者等支援業務では行わな

いこととします。

（２）弁護士との連携強化の促進について
弁護士との連携強化の促進とは、令和３年度の被疑者等支援業務の範囲内において、福祉的な支援を必要とする被疑

者等への弁護士による気付き等を生かし、必要な方を更に支援につなげられるようにするため、弁護士会等を含めた関

係機関等と協議をし、同業務を開始することができる程度の支援体制を構築した上で、関係機関等が連携して同業務を

実施することを指します。

また、本事業の業務の一つとして、弁護士会、検察庁も含めた「関係機関等と支援ネットワークを構築するなどの関

係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等」が位置付けられています。このことも踏まえ、弁護士

との連携強化の促進を含む被疑者等支援業務を開始する前には、原則、弁護士会、検察庁、保護観察所等の関係機関等

が一堂に会する協議を実施し、同業務についての共通認識をもった上で、連携していくことができるような支援体制を

構築してください。

なお、より実効性のある支援体制を構築していくため、開始後においても関係機関等との協議を継続していくように

してください。

1 .  令 和 ４ 年 度 の 被 疑 者 等 支 援 業 務 に つ い て
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令和４年度の地域生活定着促進事業における被疑者等支援業務について

令和4年3月18日付け事務連絡

別添の「令和４年度「被疑者等支援業務」業務フロー」の②のとおり、いわゆる入口支援について、弁護士、

検察庁（事件担当検察官等）等から定着センターに対して直接支援依頼がなされた場合であっても、被疑者等

支援業務に該当するような事案については、関係機関等と協議の上、被疑者等支援業務での対応を検討するこ

ととしています。

他方、令和４年度においても、これまでの相談支援業務の枠組みを変更するものではないため、まず被疑者

等支援業務での対応を検討したものの、同業務には該当しないいわゆる入口支援の対応の可否等については、

各定着センターで判断することが可能です。

２ .  被 疑 者 等 支 援 業 務 と 相 談 支 援 業 務 に お け る い わ ゆ る 入 口 支 援 と の 関 係 に
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令和４年度の『被疑者等支援業務』では、さらに「弁護士との連携強化」を促進

（勾留中）更生緊急保護の重点実施予定者

被
疑
者
等
支
援
業
務

①

更
生
緊
急
保
護

保護観察所 定着センター

継続的な支援

更生保護施設等

（釈放後）更生緊急保護の重点実施対象者

保護観察官

定着センターと協働

相談依頼

相
談
支
援
業
務 定着センター

検察庁
（事件担当検察官等）

協力依頼②

センターの長は、平素から、保護観察所、矯正施設、検察庁、弁護士会、福祉関係機関、地方公共団体その他の関係機関等と連携を密に保つために、保護観察所が主催

する連絡協議会に出席するとともに、研修や協議会等を開催し、犯罪の有無を問わず、ニーズがあって真に支援を求める人について、地域において必要な福祉的支援が

受けられるための環境づくりや支援のためのネットワークの構築に努めるものとする。

関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等 「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」から抜粋

（
入
口
支
援
例
）

相
談
支
援
業
務

②

定着センター
と協働

弁護士

釈

放

地域生活移行

センターの長は、高齢であり、又は障害を有することによ

り、自立した生活を営むことが困難と認められる犯罪をし

た者等のうちセンターが福祉的な支援を必要とすると認め

る者について、本人又はその家族、更生保護施設、地方公

共団体、福祉事務所その他の関係者から、本人の福祉サー

ビス等の利用に関する相談を受けたときは、担当職員を指

名の上、本人と面接を行わせるなどして、本人のニーズ等

を確認し、その意思を踏まえて、助言その他必要な支援を

行うものとする。

相談支援業務 「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」から抜粋

釈

放

弁護士を含む関係機関との連携を更に強化

必要に応じて事前相談

定着センターと協働

弁護士

協議・確認・調整

定着センター保護観察所

協力依頼①

定着センター
と協働

検察庁
（事件担当検察官等）

地域生活移行

①

被疑者等支援業務（地域の実情に応じた方法を含む）に該当するよう
な事案は関係機関と協議の上、被疑者等支援業務で対応検討

※情状証人としての出廷や更生支援計画の作成等については被疑者等支援業務では行わない



「一堂に会する協議」 （ネットワーク会議等）について
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弁護士会検察庁 保護観察所定着支援センター都道府県

１．各機関の業務内容の確認等

２．弁護士との連携強化を含めた「被疑者等支援業務」の確認（共通認識）

３．ケース検討 （支援の振り返り、釈放後の様子をフィードバック等）

４．効果的な手立て等の確認（地域の実情に応じた方法等）

５．円滑な連携体制を図るための方策の検討（共同勉強会等）

「一堂に会する協議」（ネットワーク会議等）での協議内容（例）
Point

定期的に実施

＜R３年度の実績＞：岩手県、千葉県、石川県、鳥取県、長崎県、沖縄県 ＜R４年度の実績＞：千葉県、長崎県

■現地の要請に応じて、当課（主として矯正施設退所者地域支援対策官）も適宜サポート（各地での勉強会等にも参画）

参 画 参 画参 画参 画

相談支援事業所等拘置所・矯正管区等 更生保護施設等 社会福祉士会

参 画（オブザーバー）

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw


６．「被疑者等支援業務」の詳細について
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「重点実施対象者に準じた者」

A７-２ 保護観察所の支援担当官が、被疑者等について更生緊急保護の重点実施の対象とすることの必要性及

び相当性について調査した結果、重点実施予定者として選定はしなかったものの、当該者が起訴猶予、罰金、

保護観察の付かない執行猶予等となり、釈放後に更生緊急保護の申出をし、かつ重点実施予定者であること

以外の重点実施対象者としての要件を満たしている者と保護観察所が判断した者や、重点実施予定者のうち、

保護観察付執行猶予の言渡しを受けて、保護観察所がその裁判の確定（判決確定）前に更生緊急保護の重点

実施を行うことを決定した者等を指します。

「地域生活定着促進事業に係る質疑応答集」 ７ 被疑者等支援業務

Q 7－２ 指針第４の２(2)にある「重点実施対象者に準じた者」とは、どのような人を指しているのか

例．重点実施予定者として、保護観察所の方で選定予定だったが、当人の意向（やっぱり支援は

望まない等）が変わり、勾留中には重点実施予定者には選定されていなかった。

しかし、釈放後、当人が「行き先もなく不安だ」と、保護観察所へ更生緊急保護を申出。

保護観察官が改めて面談した結果、重点実施対象者としての要件を満たしていると判断し、

保護観察所が「重点実施対象者に準じた者」として被疑者等支援業務の依頼を

定着支援センターに行い、支援を開始。

保護観察所
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「地域の実情に応じた方法」について

A７-8「指針第４の２(8)で、被疑者等支援業務においては、身体拘束中又は釈放後の支援を効果的に行うために、規

定する手続の方法及び内容等について、検察庁、保護観察所、弁護士会等の関係機関等とあらかじめ協議の上、「地

域の実情に応じた方法」に適宜変更して実施することとして差し支えないこととしています。

そのため、例えば、更生緊急保護の重点実施の対象とすることの調査がなされていなかった者が、釈放直前に、釈

放後に更生緊急保護の申出をする意向が分かった場合等に、関係機関等とあらかじめ協議の上、地域の実情に応じた

方法として対応することの申合せ等ができていれば、被疑者等支援業務で対応することは差し支えありません。

ただし、その場合においても、保護観察所の依頼に基づくことや、原則、更生緊急保護の枠組みの中での対応とな

ることに留意してください。

（8） 被疑者等に対する身体拘束中又は釈放後の支援を効果的に行うためには、地域の実情に応じた対応が必要であ

ることに鑑み、定着センターの長は検察庁、保護観察所の長、弁護士会等の関係機関とあらかじめ協議の上、(1)な

いし(6)に規定する手続の方法及び内容等について、地域の実情に応じた方法に適宜変更して実施することとして

差し支えない。

「地域生活定着促進事業に係る質疑応答集」 ７ 被疑者等支援業務

Q 7－８ 「地域の実情に応じた方法」とは、具体的にどのような方法を想定しているのか

「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」

第４ 業務の実施細目 ２ 被疑者等支援業務



32

A７-６ 弁護士との連携強化の促進とは、従前からの被疑者等支援業務の範囲内において、福祉的な支援を必要とする被疑者等へ

の弁護士による気付き等を生かし、必要な方を更に支援につなげられるようにしていくものです。

具体的には、弁護士と検察庁（事件担当検察官等）が、必要な範囲での協議・確認・調整を行うことで、同業務の対象となる被

疑者等を適切に選定していくための連携や、令和４年５月３１日付け法務省保観第８９号法務省保護局観察課長通知「「検察庁等

と保護観察所との連携による起訴猶予者等に係る更生緊急保護の重点実施等について」の一部改正について（通知）」によって、

事前相談票に弁護人の氏名や連絡先等が記載されることとなり、弁護士とセンターとの協働も可能となるような連携を想定してい

ます。

なお、被疑者等支援業務では、情状証人としての出廷や更生支援計画の作成等は行わないこととしています。

また、指針第３の３(5)において、「業務の遂行に当たっては、常に公正かつ中立的な姿勢を保つことを心掛けるものとする」

としていることを踏まえ、中立性を損なうことがないよう留意してください。

「地域生活定着促進事業に係る質疑応答集」 ７ 被疑者等支援業務

Q 7－６ 弁護士との連携強化の促進とは、具体的にどのようなことを想定しているか

釈

放

定着センター保護観察所

協力依頼

検察庁
（事件担当検察官等）

弁護士

面会等 サービスの利用開始に向けた連絡調整等 帰住先の調整等

保護観察所

弁護士の氏名
連絡先等が記載

弁護士検察庁

協働弁護士へ連絡
協働を相談等

例）センターから連絡がある旨、

事前相談等

例

例）弁護士が接見した

際の様子を確認等

地域生活定着促進事業に係る質疑応答集 ― 特に問合せが多い質問事項を中心に ―

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw
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A７-14「被疑者等支援業務では、釈放までの時間が限られていることから、釈放後の一時的な帰住先として、保護観

察所が更生緊急保護により更生保護施設等への入所の事前調整を図っていくケースが多いと思われます。

しかしながら、重点実施予定者又は重点実施対象者等の中には、心身の状況等から更生保護施設等での生活環境が適

さない対象者も想定され、そのような場合には、保護観察所と協議の上、更生保護施設等以外の社会資源を調整するこ

とは差し支えありません。

また、釈放後に帰住できる住居がある者であっても、訪問、通所による支援の調整が必要である場合には重点実施予

定者又は重点実施対象者となることから、保護観察所からこの対象者に係る協力依頼を受けることは想定されます。

なお、令和3年3月31日付け法務省保観第40号法務省保護局長通達に定められた「更生緊急保護における継続的支

援」が実施されるときには、更生保護施設等へ入所しない場合等であっても、保護観察所が更生緊急保護の各種措置を

継続的に実施することがあります。

Q 7－14 「被疑者等支援業務では、重点実施予定者又は重点実施対象者は更生保護施設等へ必ず帰住しな

ければならないか。」

■第２ 重点実施の対象

１ 重点実施は、 起訴猶予処分、懲役若しくは禁錮につき刑の全部の執行猶予の言渡しを受け（保護観察に付され

るものを除く）、又は罰金若しくは科料の言渡しにより釈放される場合、保護観察所において、更生緊急保護の

措置として、一定の期間重点的な生活指導等を行い、福祉サービス等に係る調整、就労支援等の社会復帰

支援をすることが適当である者に対して行うものとする。

参照）「検察庁と保護観察所との連携による起訴猶予者等に係る更生緊急保護に重点実施等について」の

一部改正について（通知）
令和4年6月7日付け事務連絡 「法務省保護局観察課長通知「更生緊急保護の重点実施について」の一部改正について」

地域生活定着促進事業に係る質疑応答集 ― 特に問合せが多い質問事項を中心に ―
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A７-23「弁護士との連携強化の促進を含む被疑者等支援業務については、関係機関が同業務についての共通

認識をもった上で、連携体制を構築していくことが重要であることから、弁護士会、検察庁、保護観察所等

の関係機関が一堂に会し、協議を実施した上で同業務を開始することを原則としています。これは、既存の

会議体とは別に、新たに会議体を設置することなどを必ずしも求めるものではないため、適宜、柔軟に対応

してください。

また、開始後においても関係機関等との協議を継続し、課題点や好事例等を共有することで、より実効

性のある支援体制の構築に努めてください。

なお、従前からセンターには「関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等」の業務

が位置付けられていることから、被疑者等支援業務の開始時期等にかかわらず、関係機関等との有機的な連

携体制の構築に努めてください。

Q 7－23 「被疑者等支援業務において、関係機関等との円滑な連携体制を構築していくためにはどのよう

な取組が有効か。」

地域生活定着促進事業に係る質疑応答集 ― 特に問合せが多い質問事項を中心に ―
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「地域生活定着支援センターの事業及び運営に関する指針」

（６）そもそも、犯歴の有無を問わず、ニーズがあって真に支援を求める人に対しては、その真意に沿って、地

域において福祉的支援が受けられる環境を整備することが必要である。また、本事業は、限られた社会保障の資

源を、刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束のために地域とのつながりを失った人に活用し、広域調整に

よって必要な支援を地域で受けられるようにするものであって、既存の福祉的支援との連携強化を進めることが

重要である。そのため、本事業を効率的・重点的に実施する観点から、事業の内容や規模を精査し、適切な業務

量を確保するとともに、既存の福祉サービスとの一体的実施や円滑な移行が

行われるよう努めるなど、地域の総合力を生かした事業実施を

行うものとする。

第 ３ セ ン タ ー の 事 業 ３ 事 業 の 一 般 原 則

検察庁
保護観察所

保健・医
療機関

生活困窮
相談事業

弁護士会

その他の
関係機関

地方
公共団体

地域
包括支援
センター

障害者
相談支援
事業所

矯正施設
法務少年支
援センター

重層的
支援会議

地方再犯防止
推進計画

居住支援
協議会

（自立支援）
協議会

要保護児童
対策地域
協議会

定着支援センター

官民協働・多機関連携イメージ

基幹
相談支援
事業所

その他の
協議会等

地域ケア
会議



７．「被疑者等支援業務」の実施状況



被疑者等支援業務の実施状況
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令和３年度 実施状況（件数）

実施自治体 ３６自治体
（37センター）

全国実績（総数）
・支援継続中件数

・年度内支援終了件数

１５０

１センター平均 ４

最大値 ２８

参考）
実績上位３自治体

埼玉（28）

新潟（19）

愛知（14）

最小値
０

（9センター）

令和４年度（R.4月～8月）実施状況（件数）

※R4 社会福祉推進事業 全国地域生活定着支援センター協議会調べ（会員センターのみ）

実施自治体

４５自治体
（46センター）

弁護士連携含む

４１自治体
（42センター）

R4.4月～8月 実績（総数） １２６

最大値 ９

参考）
実績上位３自治体

埼玉・愛知（９）

北海道（札幌）・
新潟（８）

宮城・大阪（７）

最小値
０

（5センター）



被疑者等支援業務の実施状況
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＜内訳＞令和３年度 実施状況（件数）

全国実績（総数）

１５０

支援継続中 （９２）

年度内終了（重点実施候補者等） （１９）

年度内終了（重点実施対象者等） （３９）

年度内終了件数

処分・判決内容等別内訳

（重点実施対象者等）

３９

起訴猶予 （１８）

罰金・科料 （３）

単純執行猶予 （１３）

保護観察付執行猶予 （４）

不明その他 （１）

年度内終了事由（一部抜粋）

（重点実施候補者等）

実刑判決等 （１）

他県センターへ依頼 （３）

年度内終了事由（一部抜粋）

（重点実施対象者等）
他県センターへ依頼 （２）



被疑者等支援業務の実施状況（抜粋）
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＜内訳＞令和３年度 実施状況（件数）

支援継続中件数

釈放時の受入先別内訳

９２

更生保護施設 （２７）

自立準備ホーム （３７）

その他 （２８）

年度内終了件数

釈放時の受入先別内訳

３９

更生保護施設 （１１）

自立準備ホーム （１７）

その他 （１１）



８．「被疑者等支援業務」の円滑な実施について ①

― 被疑者等支援業務を円滑に進めていくためのステップ等 ―



被疑者等支援業務を円滑に進めていくための ステップ（フェーズⅠ・Ⅱ・Ⅲ）
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□ ネットワーク会議等を実施している

（計画：１～2回程度/年）

□ ネットワーク会議等を実施していない

□ 被疑者等支援業務の依頼がある

□ ネットワーク会議等を定期的に実施している

（計画：３回以上/年）

□ 被疑者等支援業務の依頼がない

（極端に少ない）

□ 担当者レベルでも随時顔を合わしている

（各機関の担当、サブ担当を決めている等）

□ ネットワーク会議等には弁護士も参画して、

一堂に介した協議を実施している

□ 弁護士個人ではなく、弁護士会として弁護士

が参画している。（弁護士会の理解・協力）

□ ネットワーク会議等で、事例検討や振り

返りを行っている

□ ネットワーク会議等には、弁護士（弁護

士会）は参画していない □ ネットワーク会議等で、釈放されたケースの

経過報告等（フィードバック）を行っている

□ ネットワーク会議等の参加機関を、関連する

機関等にも広げて実施している（拘置所等）

□ 被疑者等支援業務の依頼数が増えてきた

□ 弁護士会との協議は、別途、弁護士会と

定着センター等のみで実施している

□ 主たる機関同士で勉強会等を実施している

□ 被疑者等支援業務依頼がない（極端に少ない） □ 被疑者等支援業務の依頼がない（極端に少ない）

□ ネットワーク会議等の協議内容や進め方等

がよく分からない

フェーズⅠ（ネットワークを耕す時期）

フェーズⅡ（連携の種を蒔く時期）

フェーズⅢ（ネットワークを育てる時期）

実績が多いセンターに共通していた要素（連携の土壌づくり ―― 出口支援・入口支援に共通した取組 ―― ）

□ 保護観察所等と定着センターとの相談や依頼の垣根が低い（支援導入のストライクゾーンが大きい）

□ 保護観察所と定着センターとの協働関係を育むような取組がある（Give ＆ Takeの関係性づくり）

参考）チェックリスト（実績が多いセンターの取組等を中心に視覚化し、各段階ごとに整理）

〇 フェーズⅠに該当し、現状が円滑に進んでいなければ、フェーズⅡの取組を目安にする。

〇 フェーズⅡに該当し、現状が円滑に進んでいなければ、フェーズⅢの取組を目安にする。

〇 フェーズⅢであっても、円滑に進んでいなければ、他の要因等も考えられるため、当課の

方へご連絡下さい。

〇 実績が多いセンターに共通していた要素については、「連携の土壌づくり」として整理。

現地の要請に応じて、当

課もネットワーク会議等

に参画する等、サポート

をしています。

※詳細については別スライド参照



参考）実績が多いセンターに共通していた要素（連携の土壌づくり）
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１．支援導入のストライクゾーンが大きい

保護観察所と定着支援センターとの連携を円滑にしている「出口支援・入口支援に共通した取組」とその効果

２．Give＆Take の関係性づくり

参考）

■支援対象者はあまり限定し過ぎずに、基本的に、依頼の段階で

は断らないようにしている。

■たとえば、出所までの時間が短かった場合などにも、一旦は支援

依頼を受け止め、関係機関で協力体制をつくるようにしている。

参考）

■観察所や刑務所が困っているのであれば、お互い様。

「困って悩むぐらいだったら、まず依頼をどうぞ」

■そのかわり、センターが困っているときにもお互い様。

「センターの相談等にも協力してください」といった特別調整等

を通じた関係性づくりを大切にしてきている。

（担当が異動等しても続いていく連携の素地づくり）

■自立準備ホームが増えると、センターの支援も円滑になる。

だからこそ、観察官と一緒に地域を回って開拓していくような取

組を大切にしてきている。

（同じ目的のために、共に汗をかくことで得られる一体感）

■相談・依頼の垣根を低くしている

→安心して相談や依頼ができる

例）

「支援できるかどうかは分からないけど、

一度、センターに相談してみよう」

「支援対象にすべきか判断に迷うので、

一旦、センターに尋ねてみよう」

効 果（安心感、「我が事」感）

■協働関係の意識（我が事）が育ま

れている

→担当者が異動等しても連携体制が担

保されやすくなる

例）

「相談・依頼をするだけではなく、

センターの支援等にも協力

していこう」



８．「被疑者等支援業務」の円滑な実施について ②

― 更生保護施設/自立準備ホームとの連携 ―
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ソフトランディングを可能にした

「更生保護施設/自立準備ホーム」と「福祉」との連携モデル

<日 中> <生活の場>

福祉サービス利用 更生保護施設/自立準備ホーム

仮釈放・仮退院 / 更生緊急保護

就労継続支援B型

ヘルパー



『地域生活』を見据えた－Small step－
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① 「見学」ができる：本人

③「体験」ができる：本人

④「アセスメント」ができる：事業所

⑤「自己選択・自己決定」ができる

② 「様子」を知れる：事業所

サービス利用
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令和３年度『被疑者等支援業務』の開始―被疑者等支援業務の円滑な実施について―

『更生保護施設/自立準備ホーム』を地域の資源で包み込む

コーディネーター（ex. 定着支援センター、
相談支援専門員、ケアマネ）ヘルパー（入浴介助etc）

ヘルパー（移動支援etc）

訪問看護

受診（精神科デイetc）通所（福祉的就労etc）

通所（デイサービスetc）

市役所手続きの

コーディネート

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw


最近の主な動向
厚労省ウェブサイト 地域共生社会のポータルサイト（https://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/）

1. 多様な社会参加への支援に向けた地域資源の活用について（通知）

２．福祉サービス事業所等を自立準備ホームとして活用する場合の取扱い

について（事務連絡）

→令和３年３月３１日付

厚生労働省子ども家庭局長、厚生労働省社会・援護局長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長、

厚生労働省老健局長 連名通知

→令和３年９月１７日付

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 地域共生社会推進室
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地域生活定着支援センターとの連携強化事業（地域生活支援事業）

【事業目的】障害者等が、矯正施設（以下、刑務所、少年刑務所、拘置所及び少年院を指す。）、留置施設等（以下「矯正施設

等」という。）からの退所後に実際に生活を営もうとする市町村等において、円滑に福祉サービス等を利用できるよう、市町村

等が地域生活定着支援センターとの連携をより促進することにより、地域における支援体制の強化を図ることを目的とする。

（ア）地域生活定着支援センターとの連携による相談支援事業所等の利

用調整

→ 地域生活定着支援センターからの依頼に応じ、同センターとの連

携のもと、対象者の意向、状態等を勘案して地域の相談支援事業所

及び障害その他福祉サービス事業所等の円滑な利用に向けた対象者

や地域生活定着支援センターとの調整

（イ）事業所等の後方支援

→ 対象者を受け入れた事業所等に対して、事業所独自では解決困難

な課題の解決を図る等のための後方支援（コンサルテーション）

（ウ）支援者の育成、社会資源の開発

→ 矯正施設等退所者への対応に関して専門性、ノウハウを有する事

業所等、支援者の育成のための取組及び受入が可能な事業所等の増

加に向けた取組、地域生活定着支援センターとの定期的な協議・情

報交換の実施等

事 業 内 容

市町村、特別区、一部組合及び広域連合とする（基幹相談支援セン

ター及び本事業を適切に実施できると認める団体等に委託可）

実 施 主 体

都道府県
（地域生活定着支援センター）

障害のある
被疑者・被告人等

面会・アセスメント

・面会やアセスメントにより得た情報の提供とともに
福祉サービス等の利用調整依頼

・市町村の対応困難事例に対する助言等

福祉サービス等
（計画相談支援事業所・

障害福祉サービス等事業者）

・事業所等の後方支援
（コンサルテーション）

・受入可能な事業所の開拓、
対応可能な職員を増やす
ための人材育成

市町村
(基幹相談支援センターに委託可)

・地域の福祉サービ
ス等の情報提供

・地域の相談支援事
業所等の受入調整

※現時点でのイメージ図

次に掲げる者で、障害を有するために、福祉的な支援を必要とする者であって、

地域生活定着支援センターから相談支援事業所等への利用調整の依頼があった者。

・矯正施設退所予定者及び退所者

・身体を拘束された被疑者又は被告人及び起訴猶予の処分を受けた者、罰金若し

くは科料の言渡しを受けた者又は刑の全部の執行猶予の言渡しを受けた者

・その他、市町村等が必要と認める者

事 業 内 容 （ ア ） の 対 象 者
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９．今後の展望（被疑者等支援業務）と

振り返り（特別調整等の事業化当時からの軌跡）
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弁護士会検察庁

保護観察所 都道府県

被疑者等支援業務

コーディネート業務

新たな業務として位置づけられたことで生まれた成果等（被疑者等支援業務）

＜被疑者等支援業務 実施自治体数＞ 令和３年度：３６自治体

令和４年度：４５自治体

参考）各 地 の 実 例

１．一堂に会する協議の実施（ネットワーク会議等）

■検察庁、弁護士会、保護観察所、都道府県、定着セン

ターが同じテーブルで、協議・検討できる場が出来た。

２．定着支援センターへの便宜等

■支援対象者に係る情報が得やすくなった。

（受刑中のIQ、生活歴等）

３．切れ目ない支援の実現

■実刑判決にはなったが、その後、特別調整対象者として

初めて福祉的支援に繋がり、支援を継続している。

４．センターの業務として位置づけられた

ことで生まれた多様な“出会い”

■これまでは入口支援を実施していなかったので、実務の

中で、検察官や弁護士等との出会いが増えた。

■更生保護施設、拘置所、少年鑑別所、社会福祉士会等、

地域の実情に応じて参画する機関等を増やしている。

（地域のネットワーク構築）

■勾留中の面会に対する配慮を得やすくなった。

（面会場所・時間等）

■重層的支援体制整備事業や、再犯防止推進の取組、居住

支援法人等といった官民協働の支援を描きやすくなった。

（多様な出会い）

４．

３．

２．

１．

https://www.google.co.jp/url?url=https://pixta.jp/illustration/1252681&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ved=0ahUKEwi0i96aj8PQAhWKT7wKHYDODW8QwW4INjAQ&usg=AFQjCNFfvxtkPh8N1guS6SbxRueSRCVHpw


特別調整等（出口支援）の事業化当時からの軌跡 ― 振り返り ―
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実践の中で“出会い”を重ねたことで、

変化し・進化し・深化してきたことで得られた現在地（現在の特別調整等による支援等）

「被疑者等支援業務」 を

新たな “出会い” を

重ねるきっかけに

Q. 定着支援センターが全都道府県に設置されるまでには…

Q. 特別調整等の依頼時の情報量は…

Q. 矯正施設での面接や連携等は…

Q. 出所時の服薬や医療情報等は…

Q.住まい探しは…

Q. 自治体との連携等は…

Q. 福祉や地域社会の理解等は…

参考）事業化当時から変化してきたもの



番外編）特別調整等の事業化当時からの軌跡と、

私自身の歩み（振り返り）



ケースメソッドを用いた
ソーシャルワーク

久留米大学 文学部

社会福祉学科

片岡靖子



本日の研修の目的

• ケースメソッドを用いた、事例検討の方法について理解する。
• 被疑者等支援業務におけるアセスメントの観点について、グループワー
クで探求する。

• クライエントである各被疑者、受刑者の特性に応じた、コミュニケーション
の方法について、グループワークを活用して、実践方法を探求する。

• 今後の被疑者等支援業務の課題について提示を試みる。



ケースメソッドの演習の目標と方法

■目標

• 地域生活定着支援センターのソーシャルワーカーとして、介入時に何を考え、
どのような行動をすることが必要かがわかる。

• ソーシャルワーカーとしての自分自身の判断、態度、行動の根拠を説明できる。

■方法

• ケースメソッド：事例を教材にして、そのなかで求められる判断や対処について
グループで議論することを通して実践力を高める学習法



ケースメソッドとは

• 高木(2010)は、「ケース教材をもとに、参加者相互に討議をすることで学
ばせる教授方法」と定義。

• ケーススタディが、一般的に事例研究を指すが、ケースメソッドは、授業
方法と言える。

• ケースを読み込んだ上で、個々人の分析結果、意思決定や判断の内容、
その理由を討議する教授法。

• ソーシャルワーカーとして、後輩育成の方法として学んでほしい。



ケースメソッドの構成

• １．教材：テキストではなく、ケース
• ２．主体：講師ではなく、参加者
• ３．講師：教えるのではなく、学ぶことをサポートする。
• ４．ゴール：既存の知識を学ぶのではなく、考え抜く能力や態度を獲得す
る。



受講者のプロセス

問題状況の
理解と分析

自説の構築
意見交換の
ための言語

化

討議を通し
て、意見交
換、検討、
自説の更新、
修正

研修内での
成長

研修終了後
の成長

思考の促進

時間



ケースメソッドの流れ

内容時間過程

1. 演習について理解
2. 事例について理解
3.  グループで自己紹介

10分導入

グループで次の論点について議論：

提示した事例の特定場面（インシデント）について、
与えられたテーマに沿ってグループで話し合う。

35分展開

1. グループ発表
2. まとめ

40分共有・まとめ



ケースメソッドによる検討課題１

• 検討課題１
• 被疑者等支援事業における初回面接における、必要な「情報収集およ
びアセスメント項目」について。

• １．自説の構築（個人ワーク→全員発表）
• ２．グループ内で各自より発表（全員発表）
• ３．自説の更新（個人ワーク→全員発表）

発表の仕方：

「自説は、ーーーーーでしたが、皆
さんの報告を聴いて、

ーーーーーーと自説を更新しまし
た。」



検討課題１のタイムスケジュール

• １．グループメンバーの自己紹介（5分）
• ２．課題１「初回面接における、必要な「情報収集およびアセスメント項目
について」を確認した上で、個人ワーク（自説の構築）（2分）

• ３．自説の発表（理由、根拠についても説明する）（一人2分×５＝10分）

• ４．グループメンバー全員の報告を聴いて、自説の更新をする。（2分）
• ５．グループメンバー全員から自説の更新内容について報告する。（一
人2分×５＝１０分）

30分



全体シェアリング

• 各グループのリーダーより報告頂き、全体シェアリング（分かち合い）を行います。
• リーダーは、生まれ月で、1月～12月生まれで、生まれつきが早い方にリーダー
をお願いいたします。

• 書記は、生まれつきの遅い方にお願いいたします。
• 書記の方は、シェアリングの際にご発表頂きます。
• お手元の個人ワークシートを活用して、自説の構築、グループメンバーからの
報告のメモ、自説の更新についてご記述ください。



ケースメソッドによる検討課題2

• 検討課題２
• 被疑者等支援事業における今後の課題について。
• １．自説の構築（2分）
• ２．グループ内で発表（理由、根拠などについても発表する）（2分×５＝10
分）

• ３．グループメンバーの発表を聴いて、自説の更新（個人ワーク）（2分）
• ４．グループメンバー全員から自説の更新内容について報告する。（10分）

２５分



全体シェアリング

• 各グループリーダーより報告頂き、全体シェアリング（分かち合い）を行い
ます。



黒木さんより事例報告



黒木さんの事例について
～ソーシャルワーク理論を活用しての解説～

当日資料と
して配布し
ますね。

チャット機能
で資料添付
します。



本日の講義全体の質問、感想の発表



ご清聴ありがとうございました



個人ワークシート 

 
【課題１】 被疑者等支援事業における初回面接における、必要な「情報収集およびアセス
メント項目」について。 
 
【自説の構築】（理由、根拠等も説明できる準備をしましょう） 
＊（発表の仕方）例）「必要な情報収集およびアセスメント項目は、A、B、C・・・だと考
えます。その理由および根拠は、＝＝＝＝＝と考えるからです。」 
 
 
 
 
 
【各メンバーからの報告内容の Memo】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【自説の更新】 
＊（発表の仕方）例）「自説は、A、B、C でしたが、皆さんの報告を伺って、A、B、C は同
じでしたが、F、G もーーーという理由で重要だと考えました。」 
 
 
 
 
 
 



個人ワークシート 

 
【課題 2】被疑者等支援事業における今後の課題について 
 
【自説の構築】（理由、根拠等も説明できる準備をしましょう） 
＊（発表の仕方）例）「今後の被疑者等支援事業における今後の課題は、――――と考えま
す。その根拠および理由はーーーーーーと考えるからです。」 
 
 
 
 
 
【各メンバーからの報告内容の Memo】  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【自説の更新】 
＊（発表の仕方）例）「今後の課題としては、―――と考えていましたが、皆さんの意見を
伺い、改めて、～～～～～～という課題もあることに気づきました」 
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